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第１章 計画の概要 

 

１ 計画策定の背景 

 

子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、新たな支援制度を構築するため、国におい

て、平成 22 年の「子ども・子育てビジョン」の閣議決定、子ども・子育て新システム検討会議

の設置により、新たな子ども・子育てのための包括的・一元的なシステムの構築についての検討

が始まりました。 

乳幼児期の保育・教育、地域の子ども・子育て支援を総合的に進める新しい仕組みとして、平

成 24 年 8 月にいわゆる「子ども・子育て関連３法」が成立し、これらの法律に基づき平成 27

年 4 月から「子ども・子育て支援新制度」が施行されました。 

本市においては、これまで「刈谷市エンゼルプラン」（平成 13 年３月策定）、「刈谷市次世代育

成支援行動計画（前期計画）」（平成 17 年３月策定）、「刈谷市次世代育成支援行動計画（後期計

画）」（平成 22 年３月策定）、「刈谷市子ども・子育て支援事業計画」（平成 27 年 3 月策定）に基

づき、すべての子どもが健やかに育ち、また、安心して子どもを生み育てることができるよう、

様々な子育ち・子育て支援を推進してきました。 

計画を推進するなかで、本市においても少子化や世帯規模の縮小、女性の社会進出による低年

齢児の保育ニーズの増大など、子ども・子育てを取り巻く環境は大きく変化を遂げています。 

平成 30 年度に実施した市民ニーズ調査の結果では、子育て家庭の母親の就労率が 5 年前に比

べて上がっており、就労意欲も高くなっています。教育・保育サービスの充実を求める声も高い

ものであったことから、地域における子育て支援施策のさらなる充実を図るとともに、子育て家

庭が仕事と子育てを両立するための環境を整備することが求められています。 

以上のことを踏まえ、子どもの視点に立ち、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを支援す

る環境を整備することを目的に、「第 2 期刈谷市子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 
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２ 計画の法的根拠と位置づけ 

 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づき定める「市町村子ども・子育て支援事業計

画」となります。 

本計画は、様々な子ども・子育て家庭の状況や各事業の利用状況・利用希望を把握し、子育て

支援とその対策をとりまとめたもので、この計画に基づき事業を実施します。 

また、次世代育成支援法第８条第１項に規定される「市町村行動計画」としての位置づけも担

っており、子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基づく計画として位置づける

ことにより、幅広く本市の子ども・子育てのための施策を推進していきます。 

また、市の最上位計画である「刈谷市総合計画」のもと、関連計画等と整合性を図りながら策

定したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

 

本計画の期間は、令和 2 年度から令和 6 年度までの５か年とします。 

 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 

 

１ 統計からみる刈谷市の状況 

 

（１）人口の状況 

平成 31 年４月１日時点の本市の人口は、男女とも 25 歳から 49 歳までの子育て世代に当た

る人口が多くなっています。 

また、年少人口については、５～９歳、10～14 歳に比べて、０～４歳の方が多くなっていま

す。 

 

図表 1 ５歳階級別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（平成 31年４月１日現在） 
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本市の人口は、緩やかな増加傾向にあり、平成 31 年４月１日現在では 151,981 人となって

います。 

年齢 3 区分人口は、年少人口（15 歳未満）と平成 17 年以降の生産年齢人口（15～64 歳）は

ほぼ横ばい状態ですが、高齢者人口（65 歳以上）は増加傾向にあり、平成７年から平成 31 年の

24 年間に 18,408 人増加し、約 2.5 倍になっています。 

 

図表 2 年齢３区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年齢不詳者がいるため年齢３区分人口の合計と総数は一致しません。 

資料：平成 7年～平成 27年までは国勢調査（各年 10月１日）、平成 31年は住民基本台帳（４月１日） 

 

 

本市の児童人口（０～11 歳）は、今後緩やかな減少傾向で推移していくものと見込まれます。 

 

図表 3 児童人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績値は、住民基本台帳（各年４月１日現在）、推計値は、コーホート要因法により算出 
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（２）世帯の状況 

本市の世帯数は増加傾向を示しており、平成 31 年４月１日現在では 66,199 世帯となってい

ます。また、世帯が増加する一方、世帯を構成する人員は減少傾向にあり、平成 31 年では 2.30

人となっています。 

 

図表 4 世帯数、平均世帯人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「国勢調査」（平成７年から平成 27年は各年 10月 1日） 

平成 31年は住民基本台帳（４月１日） 
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（３）出生の状況 

平成 25 年からの出生数の推移をみると、年々減少傾向にあり、平成 29 年では 1,527 人とな

っています。また、合計特殊出生率をみると、本市は全国および愛知県よりも高い水準で推移し

ているものの、年々減少傾向にあり、平成 29 年では 1.62 となっています。 

 

図表 5 出生数・合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「愛知県衛生年報」、刈谷市（各年 10月 1日） 

 

 

母親の年齢別出生割合の推移をみると、晩婚化等の影響により 29 歳以下が減少傾向にあるの

に対し、30 歳以上は増加傾向にあります。 

 

図表 6 母親の年齢別出生割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「愛知県衛生年報」（各年 10月 1日） 
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（４）女性の就労等の状況 

本市の女性の年齢別の労働力率をみると、結婚から子育て期に当たる年代である 30～39 歳の

労働力率の落ち込み（Ｍ字カーブ）を示していますが、平成 27 年は平成 17 年に比べてＭ字カ

ーブを示す谷の部分が緩やかになっており、この年代の労働力率の上昇が目立つとともに、ほと

んどの年齢区分で働く女性の割合が増加しています。 

また、女性の労働力率を全国や愛知県と比較すると、15～24 歳の労働力率は高い一方で 30～

39 歳の労働力率は低いことがわかります。 

 

図表 7 女性の年齢別労働力率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「国勢調査」（各年 10月 1日） 

 

図表 8 全国や愛知県と女性の年齢別労働力率の比較（   は刈谷市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「国勢調査」（平成 27年 10月 1日） 
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（５）保育園・幼稚園の状況 

保育園・幼稚園の入園状況をみると、保育園の入園者数は年々増加傾向にあり、平成 30 年で

は 2,289 人と平成 26 年に比べて約 1.3 倍に増加しており、特に０～２歳の入園者数の増加が目

立ちます。一方で、幼稚園の入園者数は平成 28 年以降減少傾向にあり、平成 30 年には 2,559

人となっています。 

核家族化の進行や共働き世帯の増加等により、今後も保育園の利用ニーズ、特に０～２歳の保

育ニーズが高まることが予測されるため、需要を把握しながら効果的かつ計画的な整備を行うこ

とが必要となります。 

 

図表 9 保育園の入園状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「刈谷の統計」（各年４月 1日） 

 

図表 10 幼稚園の入園状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「刈谷の統計」（各年５月 1日） 
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２ ニーズ調査の結果と分析 

 

（１）調査概要 

本計画策定に当たる基礎資料として、子育て家庭の生活実態、教育・保育や子育て支援サービ

スの利用状況・利用意向、子ども・子育てに関する要望・意見等を把握するため、ニーズ調査を

実施しました。 

 

■調査の実施概要 

 今回調査 

①調査地域 刈谷市全域 

②調査対象者 
・刈谷市内在住の「就学前児童」の保護者 

・刈谷市内在住の「小学生（１～３年生）児童」の保護者 

③標本数 
・就学前児童の保護者：2,000 名 

・小学生児童の保護者：1,000 名 

④標本抽出方法 住民基本台帳より無作為抽出 

⑤調査期間 平成 30 年 11 月９日～11 月 30 日 

⑥調査方法 郵送による配布・回収 

 

■回収状況 

 配布数 回収数 回収率 

今回調査 3,000 2,076 69.2％ 

 就学前児童保護者 2,000 1,377 68.9％ 

小学生児童保護者 1,000 699 69.9％ 

前回調査 3,000 1,828 60.9％ 

 就学前児童保護者 2,000 1,202 60.1％ 

小学生児童保護者 1,000 626 62.6％ 
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（２）調査結果 

 

① 家族の状況・子どもの育ちをめぐる環境について 

子育て（教育を含む）を主に行っている人についてみると、就学前・小学生ともに「父母とも

に」が半数以上と最も多く、次いで「主に母親」がともに４割程度となっています。 

また、就学前・小学生ともに、子どもをみてもらえる親族・知人の状況は、「緊急時もしくは

用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が約６割となっており、祖父母等の親族を始め

何らかの支援が受けられる状況にある人が多い結果となっています。その一方で、子どもをみ

てもらえる親族・知人が「いずれもいない」との回答も１割程度みられます。 

 

図表 11 子育てや教育を主に行っている方 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 子どもをみてもらえる親族・知人の有無 
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0.5

1.0

0.5

0.9

0.2

0.6

0.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父母ともに 主に母親 主に父親 主に祖父母 その他 無回答

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみても

らえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる友
人・知人がいる

いずれもいない

無回答

25.3

58.9

1.8

13.8

14.6

2.2

27.9

59.4

3.0

19.1

7.9

2.7

0% 20% 40% 60% 80%

就学前（n=1,371）

小学生（n=695）
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② 保護者の就労状況について 

保護者の就労状況についてみると、産前産後休暇（以下「産休」という）・育児休業（以下「育

休」という）・介護休業中も含め母親が就労している（フルタイム・パート・アルバイト等）割

合は、就学前で 55.0％、小学生で 71.0％となっています。前回調査では、就学前で 41.6％、

小学生で 56.6％となっており、就労している母親が増えています。 

現在未就労である母親のうち、今後就労希望がある割合は、就学前、小学生いずれも５割以上

となっており、１年以内の就労を希望する母親の就労形態は、ほとんどが「パートタイム、アル

バイト等」で週３～４日、１日４～５時間の就労を希望しています。  

 

図表 13 保護者の就労状況 

 

【母親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 14 保護者の就労状況（母親） 前回調査との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学前 n=1,371

小学生 n=695

21.7 

26.5 

10.5

0.6

20.9

43.5

1.9

0.4

42.2

24.0

1.9

4.0

0.9

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムで就労している

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労している

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

就学前：今回調査 n=1,371

　　　　　 前回調査 n=1,202

小学生：今回調査 n=695

　　　　　 前回調査 n=626

21.7 

16.4 

26.5 

21.2 

10.5

7.9

0.6

1.9

20.9

16.1

43.5

33.2

1.9

1.2

0.4

0.3

42.2

54.0

24.0

33.7

1.9

3.7

4.0

8.8

0.9

0.8

1.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムで就労している

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労している

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
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図表 15 今後の就労希望 

 

【母親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 16 希望する就労形態 

 

 

 

 

 

 

 

図表 17 希望する就労日数・時間 

 

【母親：１週当たり】                       【母親：１日当たり】 

 

  

就学前 n=605

小学生 n=195

19.5 

29.2 

41.2

31.3

18.3

23.1

21.0

16.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが（ ）歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答

就学前 n=111

小学生 n=45

11.7 

6.7 

87.4

93.3

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）

パートタイム、アルバイト等

無回答

１日

２日

３日

４日

５日

無回答

0.0

4.1

53.6

25.8

11.3

5.2

0.0

9.5

57.1

21.4

11.9

0% 20% 40% 60%

就学前（n=97）

小学生（n=42）

３時間

４時間

５時間

６時間

７時間

無回答

6.2

36.1

40.2

11.3

2.1

4.1

9.5

40.5

40.5

7.1

0.0

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

就学前（n=97）

小学生（n=42）
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③ 平日の定期的な教育・保育事業の利用について 

就学前の定期的な教育・保育事業の利用についてみると、全体の 64.8％が「利用している」

と回答しています。前回調査の 58.7％よりも 6.1 ポイント増加しており、今後も母親の就労が

増加すると、教育・保育事業の利用も増えていくことが予想されます。 

現在利用している教育・保育事業としては、「幼稚園」（40.7％）、「認可保育所」（40.2％）が

多くなっています。また、利用したいと考える教育・保育事業についても、「幼稚園＋幼稚園の

預かり保育」（49.6％）と「認可保育所」（48.5％）、「幼稚園」（41.8％）が多くなっています。 

現在教育・保育事業を利用していない理由として、「母親か父親が就労していない等の理由で

利用する必要がない」が 60.8％と最も多く、次いで「子どもがまだ小さいため」が 35.9％、

「利用したいが、幼稚園や保育所などに空きがない」が 17.3％となっています。 

利用希望を持っている人が一定程度いることや、母親の就労増加の状況を踏まえると、今後

も教育・保育事業のニーズは高まるものと考えられ、それに応じた教育・保育事業の充実が求め

られます。 

 

図表 18 定期的な教育・保育事業の利用状況 前回調査との比較（就学前） 

 

 

 

 

 

  

今回調査 n=1,371

前回調査 n=1,202

64.8 

58.7 

34.9

40.2

0.2

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答
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図表 19 定期的な教育・保育事業の利用状況と利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選択肢に該当なし 

 

図表 20 定期的な教育・保育事業を利用していない理由 

 

 

 

 

 

 

  

幼稚園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

市役所が認証・認定した保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

40.7

11.8

40.2

0.4

2.9

4.9

0.0

0.6

1.9

0.4

41.8

49.6

48.5

19.3

8.8

4.9

11.5

7.5

1.5

4.2

10.4

1.6

1.8

0% 20% 40% 60%

利用状況（n=889）

利用意向（n=1,371）

※

※

※

母親か父親が就労していない等の理由で利用する必要
がない

子どもの祖父母や親戚の人がみている

近所の人や父母の友人・知人がみている

利用したいが、幼稚園や保育所などに空きがない

利用したいが、経済的な理由で利用できない

利用したいが、延長・夜間等の時間帯の条件が合わな
い

利用したいが、サービスの質等、納得できる幼稚園等が

ない

子どもがまだ小さいため

その他

無回答 （n=479）

60.8

6.5

0.2

17.3

4.0

1.0

2.1

35.9

9.4

1.0

0% 20% 40% 60% 80%
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④ 土曜・休日や長期休業期間中の教育・保育事業の利用について 

土曜・休日の教育・保育事業については、「ほぼ毎週利用したい」との回答が土曜日で 6.7％、

日曜日で 0.9％、祝日で 12.2％となっています。 

また、幼稚園利用者の、夏休み・冬休みなどの長期休業期間中の教育・保育事業の利用につい

ては、「休みの期間中、週に数日利用したい」が 47.3％、「休みの期間中、ほぼ毎日利用したい」

が 18.8％と、合わせて６割以上が利用を希望しています。 

 

図表 21 土曜日、日曜日、祝日の定期的な教育・保育事業の利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 22 長期休業期間中の教育・保育事業の利用希望 

 

  

（n=1,371）

土曜日

日曜日

祝日

71.6 

87.8 

66.1 

6.7

0.9

12.2

19.9

9.1

20.4

1.8

2.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい 無回答

就学前 n=431 32.7 18.8 47.3 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用する必要はない 休みの期間中、ほぼ毎日利用したい

休みの期間中、週に数日利用したい 無回答
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⑤ 子どもが病気の際の対応について 

就学前では 82.7％、小学生では 63.9％の人が、子どもが病気やケガで普段利用している事

業が利用できなかったことや、学校を休まなければならなかった状況が「あった」と回答してお

り、その際の対応については、就学前・小学生ともに「母親が休んだ」と回答した人が最も多く

なっています。 

子どもが病気やケガの際の対応として父親や母親が休んだ人のうち、「できれば病児・病後児

のための保育施設等を利用したい」と思った人は、就学前で 34.4％、小学生で 9.3％となって

おり、小学生よりも就学前で利用希望が高くなっています。 

一方、「利用したいとは思わない」は、就学前・小学生ともに６割以上となっており、その理

由の主なものは「親が仕事を休んで対応する」と「病児・病後児を他人にみてもらうのは不安」

となっています。 

 

図表 23 病気やケガで教育・保育事業が利用できなかったことの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 24 教育・保育事業が利用できなかった時の対応 

  

就学前 n=889

小学生 n=695

82.7 

63.9 

14.6

35.8

2.7

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった なかった 無回答

父親が休んだ

母親が休んだ

親族・知人に子どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した
　※

ファミリー・サポート・センターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

※小学生該当なし

23.7

67.1

28.4

30.3

3.5

0.0

0.1

0.3

2.2

0.4

12.4

58.8

21.8

29.5

0.9

0.0

3.8

3.4

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

就学前（n=735）

小学生（n=444）
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図表 25 病児・病後児保育施設等の利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 26 病児・病後児保育施設等を利用したいと思わない理由 

 

 

  

就学前 n=511

小学生 n=268

34.4 

9.3 

64.8

89.9

0.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できれば病児・病後児保育施設等を利用したい

利用したいとは思わない

無回答

親が仕事を休んで対応する

病児・病後児を他人にみてもらうのは不安

利用料がかかる・高い

事業の利便性がよくない

利用料がわからない

事業の質に不安がある

その他

無回答

56.8

55.9

20.8

17.8

17.2

14.5

23.0

0.0

53.1

51.9

14.5

18.7

16.2

6.2

26.6

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

就学前（n=331）

小学生（n=241）
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⑥ 不定期の教育・保育事業や一時預かり等の利用について 

就学前について、日中の定期的な保育や病気のため以外に、私用、親の通院、不定期の就労等

の目的でその都度利用している事業については、77.3％が「利用していない」と回答していま

す。 

このような不定期な事業の利用希望については、「利用する必要はない」が就学前で 46.0％、

小学生で 68.9％となっています。一方、「利用したい」は就学前で 47.6％、小学生で 27.6％と

なっており、就学前で利用希望が高くなっています。 

また、この１年間に子どもを泊りがけで家族以外にみてもらわなければならなかったことに

ついては、「なかった」が就学前で 76.7％、小学生で 85.0％と大半を占めています。「あった」

と回答した人は、就学前で 20.4％、小学生で 15.0％となっており、そのほとんどが親族・知人

にみてもらうことで対処しています。 

 

図表 27 不定期に利用している一時預かり等の事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 28 不定期な一時預かり等の事業利用の希望 

 

 

 

 

  

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

夜間養護等事業：トワイライトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答 （n=1,371）

7.1

11.3

1.8

0.0

0.0

0.9

77.3

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前 n=1,371

小学生 n=695

47.6 

27.6 

46.0

68.9

6.5

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用する必要はない 無回答
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図表 29 泊りがけで子どもをみてもらう状況の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 30 泊りがけで子どもをみてもらう状況があった場合の対応 

 

 

 

  

就学前 n=1,371

小学生 n=695

20.4 

15.0 

76.7

85.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった なかった 無回答

親族・知人にみてもらった

短期入所生活援助事業を利用した

「短期入所生活援助事業」以外の保育事業を利用した

仕方なく子どもを同行させた

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

85.7

0.0

0.0

16.4

0.7

3.2

0.4

88.5

1.0

0.0

10.6

1.0

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前（n=280）

小学生（n=104）



 

 

20 

⑦ 放課後の過ごし方について 

小学校低学年の時期で希望する放課後の過ごし方をみると、「自宅」（就学前：53.3％、小学

生：75.3％）や「習い事」（就学前：57.3％、小学生：66.0％）が多く、次いで「放課後児童ク

ラブ」（就学前：44.6％、小学生：22.7％）となっています。 

小学校高学年の時期で希望する放課後の過ごし方についても、就学前・小学生ともに「自宅」

と「習い事」が多くなっています。一方、放課後児童クラブの利用希望をみると、就学前で 33.8％、

小学生で 16.8％が利用したいと回答しており、就学前に比べて小学生の利用希望は低くなって

います。 

 

図表 31 小学校低学年の放課後の過ごし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 32 小学校高学年の放課後の過ごし方 

 

 

  

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

53.3

22.0

57.3

44.6

24.4

5.8

0.9

15.2

3.9

75.3

18.8

66.0

22.7

20.7

2.3

0.6

19.3

1.0

0% 20% 40% 60% 80%

就学前（n=1,371）

小学生（n=695）

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

61.6

23.9

72.0

33.8

19.5

5.8

0.4

17.2

4.0

75.1

19.3

70.6

16.8

10.1

3.3

0.6

23.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80%

就学前（n=1,371）

小学生（n=695）
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⑧ 育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について 

就学前について、育児休業の取得状況をみると、母親では「取得していない」が 13.8％であ

るのに対し、父親では 93.8％と育児休業を利用している人がほとんどみられませんでした。そ

の理由としては、母親では「子育てや家事に専念するため退職した」が 47.6％と最も多く、父

親では「仕事が忙しかった」が 39.5％、「祖父母等の親族にみてもらえるなど制度を利用する必

要がなかった」が 36.9％、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が 36.4％と多くな

っており、男性の育児休業取得の難しさがうかがえます。 

育児休業を取得した母親のうち、67.3％は育児休業取得後、職場に復帰しています。育児休

業の実際の取得期間としては「１歳～１歳６か月未満」が多いものの、勤め先に３歳まで休暇を

取得できる制度があった場合は３歳６か月未満までの休暇を希望する人が 41.5％と最も多く

なっています。 

また、職場復帰時の短時間勤務制度の利用については、母親では「利用した」が 52.5％と最

も多くなっています。前述のとおり、共働き世帯や就労を希望する母親が多いことからも、子育

てをしながら就労を継続できる環境づくりや、子育てと仕事の両立を支援する取組みが、より

一層求められます。 

 

図表 33 育児休業取得の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

就学前：母親 n=1,371

就学前：父親 n=1,371

13.8 

93.8 

38.4

1.7

46.2

0.3

1.6

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取得していない 取得した（取得中である） 働いていなかった 無回答
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子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定
めがなかった）

仕事に戻るのが難しそうだった

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさな
かった

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

収入減となり、経済的に苦しくなる

祖父母等の親族にみてもらえるなど制度を利用する
必要がなかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事が忙しかった

保育所などに預けることができた

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を取得
できることを知らず、退職した

育児休業を取得できることを知らなかった

配偶者が育児休業制度を利用した

昇給・昇格などが遅れそうだった

その他

無回答

※父親該当なし

47.6

15.3

12.7

10.1

9.5

5.8

5.3

3.7

2.1

1.6

1.6

1.1

0.0

0.0

24.3

3.2

0.3

4.8

7.6

0.2

36.4

27.0

36.9

39.5

1.5

2.0

29.9

11.9

6.5

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

就学前：母親（n=189）

就学前：父親（n=1,286）

※

※

図表 34 育児休業を取得していない理由 

 

 

  



 

 

23 

 

図表 35 職場復帰の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 36 短時間勤務制度の利用の有無 

 

   

就学前：母親 n=526

就学前：父親 n=23

67.3 

95.7 

24.5 7.0 1.1

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業取得後、職場に復帰した 現在も育児休業中である

育児休業中に離職した 無回答

就学前：母親 n=354

就学前：父親 n=22

18.9 

68.2 

52.5 26.8

22.7

1.7

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用する必要がなかった 利用した

利用したかったが、利用しなかった 無回答
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３ 第 1 期計画の主な事業の評価 

 

第 1 期子ども・子育て支援事業計画で設定した「量の見込みと確保の内容」について、進捗

状況を検証・評価しました。 

（１）教育・保育の量の見込みと確保の内容 

①幼稚園事業（１号・２号認定 ３～５歳）                 単位（人） 

就園児童数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ 

量
の
見
込
み 

目
標
値 

合計 3,023 3,041 3,010 2,996 2,975 

１号 3,023 3,041 3,010 2,996 2,975 

２号 0 0 0 0 0 

実
績
値 

合計 2,545 2,541 2,479 2,802 2,975 

１号 2,545 2,541 2,479 2,802 2,975 

２号 0 0 0 0 0 

Ｂ 

確
保
の
内
容 

目
標
値 

合計 3,830 3,830 3,830 3,830 3,830 

幼稚園 
（公立） 

3,345 3,345 3,345 3,345 3,345 

幼稚園 
（私立） 

485 485 485 485 485 

実
績
値 

合計 3,830 3,830 3,830 3,830 3,830 

幼稚園 
（公立） 

3,345 3,345 3,345 3,345 3,345 

幼稚園 
（私立） 

485 485 485 485 485 

Ｂ－Ａ 1,285 1,289 1,351 1,028 855 

検証・評価 
幼稚園への入園を希望するニーズに対し、計画通りの確保数であり、教育を希望す

る保護者に対する十分な提供ができています。 

・１号：子どもが満３歳以上で、幼稚園等での教育を希望する場合 

・２号：子どもが満３歳以上で、保育の必要な事由に該当し、保育園等での保育を希望する場合 

・３号：子どもが満３歳未満で、保育の必要な事由に該当し、保育園等での保育を希望する場合 

※保育の必要な事由には、就労(フルタイムのほか、パートタイム、夜間、居宅内の労働など、基本的にす

べての就労を含む)、妊娠・出産、保護者の疾病・障害、同居または長期入院などをしている親族の介護・

看護などがあります。 
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②保育園事業（２号認定 ３～５歳）         単位（人） 

就園児童数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ 

量
の
見
込
み 

目標値 1,370 1,404 1,362 1,524 1,511 

実績値 1,385 1,380 1,402 1,495 1,511 

Ｂ 

確
保
の
内
容 

目
標
値 

合計 1,328 1,386 1,439 1,524 1,524 

認可保育所 1,328 1,386 1,439 1,514 1,514 

小規模保育 0 0 0 0 0 

家庭的保育 0 0 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 0 0 

認可外保育 - - - 10 10 

実
績
値 

合計 1,328 1,315 1,377 1,524 1,524 

認可保育所 1,328 1,315 1,377 1,514 1,514 

小規模保育 0 0 0 0 0 

家庭的保育 0 0 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 0 0 

認可外保育 - - - 10 10 

Ｂ－Ａ △57 △65 △25 29 13 

検証・評価 

保育園への入園を希望する３歳児以上のニーズに対し、平成３０年度には確
保数が上回っており、計画通り提供ができています。 

今後も、保育需要の推移を見極めながら、継続して整備を進める必要がありま
す。 
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③保育園事業（３号認定 ０～２歳）                    単位（人） 

就園児童数（０歳） H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ 

量
の
見
込
み 

目標値 219 217 214 238 243 

実績値 182 276 278 224 243 

Ｂ 

確
保
の
内
容 

目
標
値 

合計 170 197 207 238 243 

認可保育所 170 197 207 221 221 

小規模保育 0 0 0 0 0 

家庭的保育 0 0 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 0 0 

認可外保育 - - - 17 22 

実
績
値 

合計 170 200 206 238 243 

認可保育所 170 200 206 221 221 

小規模保育 0 0 0 0 0 

家庭的保育 0 0 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 0 0 

認可外保育 - - - 17 22 

Ｂ－Ａ △12 △76 △72 14 0 

検証・評価 

育児休業の延長年数が拡大されたことに伴い、近年では保育園への入園を希望
する０歳児のニーズは微減しているものの、全体としては増加傾向にあります。 

平成３０年度時点で認可外保育所も含めた確保数では量を上回っていますが、
本市としては認可保育所で確保を進める方針としているため、継続して定員数の確
保が必要です。 
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単位（人） 

就園児童数（１・２歳） H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ 

量
の
見
込
み 

目標値 810 804 801 997 1,060 

実績値 789 800 902 953 1,060 

Ｂ 

確
保
の
内
容 

目
標
値 

合計 589 669 696 997 1,060 

認可保育所 589 669 696 762 762 

小規模保育 0 0 0 0 0 

家庭的保育 0 0 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 0 0 

認可外保育 - - - 235 298 

実
績
値 

合計 589 647 689 997 1,060 

認可保育所 589 647 689 762 762 

小規模保育 0 0 0 0 0 

家庭的保育 0 0 0 0 0 

居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 

事業所内保育 0 0 0 0 0 

認可外保育 - - - 235 298 

Ｂ－Ａ △200 △153 △213 44 0 

検証・評価 

保育園への入園を希望する１・２歳児のニーズは毎年増加傾向にあります。それ
に対して計画期間の５年間で民間保育園を４園新設するなど定員数の確保を進
めてきていますが、ニーズの伸びが大きく上回っている状況となっています。 

今後も、民間保育園の新設や乳児園化などの取組みにより定員数の確保を継
続して取り組む必要があります。 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の内容 

①延長保育事業 

保育認定を受けた子どもについて、11 時間を超えて、保育園等において保育を実施する事業。 

                               単位（人） 

利用者数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ  
量の見込み 

目標値 629 628 623 619 614 

実績値 764 760 797 884 614 

Ｂ  
確保の内容 

目標値 629 628 623 619 614 

実績値 764 760 797 884 614 

Ｂ－Ａ 0 0 0 0 0 

検証・評価 
就労形態の多様化により延長保育へのニーズも増加傾向にありますが、延長保育の

利用を希望する保護者については、すべて利用できている状況であり、今後も現在の体
制を継続していきます。 

 

②放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、放課後に小学校

の余裕教室等を利用して、主体的な遊びや生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業。 

               単位（人） 

利用者数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ 
量
の
見
込
み 

目
標
値 

合計 1,063 1,101 1,185 1,288 1,415 

低学年 1,018 1,038 1,065 1,071 1,111 

高学年 45 63 129 217 304 

実
績
値 

合計 1,057 1,130 1,197 1,228 1,415 

低学年 987 1,035 1,020 1,073 1,111 

高学年 70 92 177 155 304 

Ｂ 

確
保
の
内
容 

目標値 1,155 1,155 1,195 1,360 1,440 

実績値 1,155 1,240 1,240 1,240 1,440 

Ｂ－Ａ 98 110 43 12 25 

検証・評価 

学校敷地内への施設整備も完了し、利用者のニーズに対応した学校ごとの複数クラ
ブ化による定員の拡大を図り、着実に事業を進めてきました。 

また、６年生までの学年拡大についても順次実施してきたことに伴い、利用者が増加
しているため、今後も各学校の状況に合わせた定員拡大等の検討が必要です。 
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③子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童

について、児童養護施設への入所により、一定期間養育を行う事業。 

                   単位（人） 

年間延べ利用者数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ  
量の見込み 

目標値 40 40 40 40 40 

実績値 13 0 1 20 40 

Ｂ  
確保の内容 

目標値 40 40 40 40 40 

実績値 40 40 40 40 40 

Ｂ－Ａ 27 40 39 20 0 

検証・評価 
新たに近隣市の児童養護施設等と契約を締結し、利用しやすい環境を整えました。

今後は、より利用者のニーズに合わせた利用ができるよう運用面の充実を図ります。 

 

④地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提

供、助言その他の援助を行う事業。 

                          単位（人） 

年間延べ利用者数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ  
量の見込み 

目標値 148,000 149,000 148,500 148,000 147,500 

実績値 159,725 168,838 160,488 166,376 147,500 

Ｂ  
確保の内容 

目標値 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 

実績値 159,725 168,838 160,488 166,376 150,000 

Ｂ－Ａ 0 0 0 0 2,500 

検証・評価 

未就園児とその保護者が自由に遊べる場所として、子育て支援センター５か所、子育
て広場４か所の合計９か所の地域子育て支援拠点を開設しています。また、子育てに
役立つ情報が得られるような各種講座を開催し、子育てに関する相談も常時受け付けま
した。 

今後も未就園児とその保護者が安心して遊べる場所としてＰＲするとともに、共働き
家庭が参加できるよう土曜日開催の講座、周産期から支援できるような講座等、各種
子育て講座及び相談事業等を充実させ、利用者の支援につなげていきます。 
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⑤一時預かり事業 

家庭において一時的に育児を受けることが困難となった乳幼児について、主として昼間にお

いて、認定こども園、幼稚園、保育園、その他の場所において、一時的に預かり、必要な保育を

行う事業。 

                             単位（人） 

年間延べ利用者数 
幼稚園の預かり保育 

H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ 

量
の
見
込
み 

目
標
値 

合計 28,391 28,556 28,264 64,903 77,235 

１号 6,077 6,112 6,050 64,903 77,235 

２号 22,314 22,444 22,214 0 0 

実
績
値 

合計 38,611 47,902 52,988 65,372 77,235 

１号 38,611 47,902 52,988 65,372 77,235 

２号 0 0 0 0 0 

Ｂ 

確
保
の
内
容 

目標値 76,800 76,800 76,800 153,600 153,600 

実績値 153,600 153,600 153,600 153,600 153,600 

Ｂ－Ａ 114,989 105,698 100,612 88,228 76,365 

検証・評価 
幼稚園の預かり保育は全園で実施しており、全体の確保の量としてはニーズを上回る

十分な確保ができている状況となっています。 

単位（人） 

年間延べ利用者数 
その他の一時預かり 

H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ  
量の見込み 

目標値 9,953 9,905 9,839 9,760 9,670 

実績値 11,586 10,833 12,302 11,767 9,670 

Ｂ 

確
保
の
内
容 

目
標
値 

合計 17,616 17,616 17,616 17,616 17,616 

保 育 園 の
一時保育 

16,416 16,416 16,416 16,416 16,416 

ファミリー・サポー
ト・センター（病児・
病後児を除く） 

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

実
績
値 

合計 18,900 18,900 20,200 18,700 17,616 

保 育 園 の
一時保育 

17,700 17,700 19,000 17,500 16,416 

ファミリー・サポー
ト・センター（病児・
病後児を除く） 

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

Ｂ－Ａ 7,314 8,067 7,898 6,933 7,946 

検証・評価 
保育園以外に、ファミリー・サポート・センターなどにおいても一時保育を実施し、全

体のニーズの見込みを上回った確保ができています。 
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⑥病児・病後児保育事業 

病児・病後児について、保育園等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に

保育等を行う事業。 

                          単位（人） 

年間延べ利用者数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ  
量の見込み 

目標値 436 436 433 430 426 

実績値 379 339 412 354 426 

Ｂ  
確保の内容 

目標値 2,156 2,156 2,156 2,662 2,848 

実績値 2,156 2,156 2,156 2,662 2,848 

Ｂ－Ａ 1,777 1,817 1,744 2,308 2,422 

検証・評価 

平成３０年度に新規に１か所開設し、市内合計３か所で随時受入れを行うとと
もに、病児・病後児保育事業の啓発を行いました。今後も継続して実施し、病児・病
児保育事業の啓発を行っていきます。 

 

⑦ファミリー・サポート・センター事業（就学児のみ） 

育児の援助を希望する人と援助を行いたい人を会員とし、会員同士の相互援助活動に関する

連絡、調整を行う事業。 

            単位（人） 

年間延べ利用者数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ  
量の見込み 

目標値 2,135 2,085 2,085 4,500 4,500 

実績値 2,783 3,986 4,490 4,679 4,500 

Ｂ  
確保の内容 

目標値 2,300 2,300 2,300 4,500 4,500 

実績値 2,783 3,986 4,490 4,679 4,500 

Ｂ－Ａ 0 0 0 0 0 

検証・評価 

会員数が当初目標を大幅に上回り、また活動件数も順調に伸びています。 
低所得者や病児の預かりの利用料の一部を補助したり、「援助会員用活動の手引

き」の作成や、援助会員を対象に講習会を実施するなど、子どもの安全確保に努め、
依頼会員が利用しやすい体制を整備しました。 
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⑧妊婦健康診査 

妊婦の健康保持・増進及び異常の早期発見・早期治療を図るとともに、経済的支援を行う事業。 

                              単位（人） 

妊婦健康診査１回目の受診者数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ  
量の見込み 

目標値 1,819 1,799 1,785 1,767 1,742 

実績値 1,747 1,714 1,726 1,604 1,742 

Ｂ  
確保の内容 

目標値 1,819 1,799 1,785 1,767 1,742 

実績値 1,747 1,714 1,726 1,604 1,742 

受診率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

検証・評価 

計画期間中、100％の量の確保ができる提供体制を維持しました。妊婦の
健康保持や異常の早期発見・早期治療を図るため、母子健康手帳交付時に
受診券の使用方法などを周知し、適切な時期に受診できるよう指導しています。
また、支援が必要な妊婦については、医療機関と連携し、必要な支援が適切な
時期にできるようにしています。 

 

⑨乳児家庭全戸訪問事業（あかちゃん訪問事業） 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を対象に、助産師が訪問し、母子の健康状態を把

握し、保護者の多様な相談に応じることで、安心して育児ができるよう支援する事業。  

               単位（人） 

訪問乳児数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ  
量の見込み 

目標値 1,668 1,654 1,636 1,623 1,607 

実績値 1,537 1,506 1,439 1,458 1,607 

Ｂ  
確保の内容 

目標値 1,668 1,654 1,636 1,623 1,607 

実績値 1,537 1,506 1,439 1,458 1,607 

訪問率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

検証・評価 

計画期間中、100％の量の確保ができる提供体制を維持しました。ニーズ調
査において評価の高い事業となっています。今後も、妊娠中から事業を積極的に
周知していくことで、子育ての不安の大きい時期に利用していただき、保護者が安
心して育児ができるように支援します。 
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⑩養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要と判断した家庭に対し、保健師や家庭児童相談員等がその居宅を訪問し、

養育に関する相談・指導、助言や家事援助等を行う事業。 

                            単位（人） 

保健師訪問世帯数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ 
量の見込み 

目標値 602 597 590 980 980 

実績値 447 980 907 746 980 

Ｂ 
確保の内容 

目標値 602 597 590 980 980 

実績値 447 980 907 746 980 

訪問率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

検証・評価 

計画期間中、100％の量の確保ができる提供体制を維持しました。妊娠届出や乳
幼児健康診査等の機会を通じて、支援を必要とする母子を把握するとともに、要望に
応じて保健師による訪問を行いました。今後も関係機関と連携し、支援を必要とする
家庭の早期把握を目指します。 

 

⑪子育てサービス利用者支援事業 

子育て支援センター等において情報提供や、必要な相談・助言を行うとともに、関係機関との

連絡調整を行う事業。 

                     単位（か所） 

実施か所数 H27 H28 H29 H30 
H31 

（見込み） 

Ａ 
量の見込み 

目標値 3 3 3 4 4 

実績値 3 4 4 4 4 

Ｂ 
確保の内容 

目標値 3 3 3 4 4 

実績値 3 4 4 4 4 

Ｂ－Ａ 0 0 0 0 0 

検証・評価 

子どもや、その保護者の身近な場所である子育て支援センターに専任子育てコンシ
ェルジュを配置し、利用者支援及び地域連携の拠点としての機能を置くとともに、保健
センターをはじめとする各子育て支援関係施設に配置した兼任子育てコンシェルジュと
の連携体制を整え、平成３０年度までに４４施設に６１人の子育てコンシェルジュ
を配置しました。 

今後は、市民の利便性を向上させるため、子育てコンシェルジュの認知度を上げると
ともに、資質の向上を図ります。 

また、「妊娠・子育て応援室」の認知度を上げ、妊娠期から子育て期まで切れ目な
い支援の充実を図ります。 
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４ 子ども・子育ての課題 

 

本市の子ども・子育てを取り巻く現状や、市民ニーズ調査の結果、第 1 期計画の主な事業の

評価などを踏まえ、本市の子ども・子育てを取り巻く課題を整理しました。 

 

（１）地域における子ども・子育て支援 

核家族化の進行や地域のつながりの希薄化に伴い、身近な地域に相談できる相手がいないなど、

子育てへの負担感が増大していると言われています。 

そのため、すべての人が、子育てに対する不安や負担を抱え込むことなく、ゆとりをもって子

育てできるように支援していく必要があるとともに、子育てサービスが身近なものとして気軽に

利用できるような工夫が求められています。 

また、地域の子育てへの理解促進、地域における子どもや子育て家庭との交流促進、地域の安

全・安心のための見守りの強化など、地域全体で子どもや子育て家庭を見守る機運を高めること

が重要です。 

 

（２）仕事と子育ての両立支援 

5 年前のニーズ調査結果に比べて、働きながら子どもを生み育てる女性が増えていることから

も分かる通り、女性の就労率は高まってきています。 

女性も男性も仕事と生活を調和させた豊かな生活を送ることができるように、仕事も生活も充

実させる「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」の考え方を広く社会に浸透させてい

くことが求められています。 

また、仕事と子育ての両立を図るため、保育サービスや放課後児童クラブの充実、地域におけ

る様々な子育てに関する相談体制について、広く周知していくことも必要です。  

 

（３）子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり  

妊娠出産・乳幼児期は、子どもにとって基本的生活習慣を整え、人格形成の基礎づくりをする

大切な時期にあり、親をはじめとする家族のかかわり方が重要となります。また、睡眠、食事、

運動など生活リズムを整え、子どもとのよりよいコミュニケーションが望まれている中、育児不

安をもつ親が多くなっています。楽しく子育てができ、育児に関する悩みを一人で抱え込むこと

がないように、家族や地域ぐるみで子育て支援を強化していくことが必要です。 

また、子どもにおいても、その成長を継続して見守っていくことができるよう、子どもの成長

段階に合わせた相談体制の整備が必要であるとともに、乳幼児健診の実施や小児医療の充実など

を通じた子どもの健康対策など、子どもたちの成長に合わせた健康支援をすることが必要です。 

 

（４）支援が必要な子ども・家庭への支援 

子どもが健やかに成長するためには、子ども一人ひとりの人権が尊重されることが大切です。  

育児の孤独感や親としての重圧を感じたり、育児が思い通りにならずに育児に対してストレス

を抱えることは、育児ノイローゼや児童虐待の引き金となってしまうことがあります。 児童虐

待は、子どもの人権を侵害し、子どもの心身の成長や人格形成に重大な影響を及ぼすため、迅速
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かつ適切な対応が求められます。虐待は、特別な家庭だけに発生するものではなく、すべての家

庭で起こり得る可能性があるため乳児家庭全戸訪問事業などを活用して、子育ての孤立化を防ぎ、

さまざまな不安や悩みを聞いて、適切なサービス提供に結びつけることにより、児童虐待の未然

防止や早期発見・早期対応に努めるとともに、要保護者対策地域協議会を中心として虐待を受け

た子どもや関係者に対するサポート体制を充実していく必要があります。 

また、ひとり親家庭の親と子どもが安心して暮らしていけるように、精神的、経済的な支援に

関する情報提供や相談体制を充実していくことが求められています。 

近年、保育園・認定こども園・学校において発達障害など特別な配慮を要する幼児児童が増加

傾向にあります。従来の３障害（身体障害・知的障害・精神障害）に加えて、限局性学習症（学

習障害）、注意欠如・多動性症（注意欠陥・多動性障害）、自閉症スペクトラム症などの幼児児童

に対する支援のあり方が課題となっており、医療的ケアを必要とする児童に対する支援の充実も

求められています。障害のある児童や発達に特性のある児童の自立には、乳幼児期からの継続的

な支援が重要であり、一人ひとりの多様なニーズに応じた相談・支援体制の充実が必要です。  

 

（５）子どもがのびのびと育つ教育環境づくり 

学校は、基礎的な知識や考え方の習得と人間関係の形成という役割を基本とし、子どもの主体

的に行動する力や思いやりのある豊かな心を育む教育を推進していくことが求められています。 

また、国際化や情報化など社会の変化に対応した新しい教育が求められると同時に、児童生徒

の心の問題やいじめ・不登校の問題などを的確に把握し、対応していくことも重要です。 

さらに、家庭や地域社会、保育園・認定こども園、行政などの関係機関や関係団体との連携を

一層強化し、地域に開かれた学校づくりを進めることも必要とされています。 

 

（６）子どもにやさしいまちづくり 

誰もが安心して外出できる環境を整えることは、妊産婦、乳幼児連れの人などへの子育て支援

だけでなく、高齢者、障害のある人などを含めたすべての人が快適に生活できる環境整備につな

がります。  

より子どもにやさしいまちをめざして、子どもの遊び場、道路や公共交通機関におけるバリア

フリー化などを含めた安全・安心なまちづくりのための整備を進めることが必要です。  
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 基本理念 

 

 

元気に育て かりやの子どもたち 
~安心して子育てに取り組み、子どもたちが心も体も元気に成長できる環境の実現~ 

 

 

基本理念は、「刈谷市エンゼルプラン」からの理念を引き継ぎ「元気に育て かりやの子ど

もたち」とします。子どもの保護者が子育てについての第一義的責任を有するという認識を

持ちつつ、子どもが健やかに育ち、また安心して子どもを生み育てることができるように、

社会全体で支援していこうとするものです。 

その理念は、家族、地域、事業所、関係機関・関係団体、行政等がそれぞれの役割を果た

しながら、地域の宝である子どもたちの利益が最大限に尊重されるよう、子どもの成長や発

達に応じた支援及び環境整備を行い、その成長を見守り支えることで、「安心して子育てに取

り組み、子どもたちが心も体も元気に成長できる環境の実現」を目指します。 

 

２ 基本的視点 

 

基本理念の実現に向けて、次の 7 項目を基本的視点として、施策・事業を組み立て、推進しま

す。なお、行政が施策を推進することはもとより、家族や地域の住民、関係団体・関係機関等が

連携を図りながら、本計画を推進します。  

 

１ 子どもの視点  

子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるよう配慮し、子どもの視点に

立った施策・事業を推進します。  

  

２ 次代の親への視点  

子どもが成長して親になったとき、あるいは大人として子どもの育ちに関わるときのために、

豊かな人間性を形成し、自立することができるよう、中・長期的な視点に立った施策・事業を推

進します。  

  

３ 多様化したニーズに対応する視点  

多様化する子育て支援サービスのニーズに対応するため、子育て支援サービスの質を評価し、

向上させていくという視点から、関係職員等の人材の資質向上、情報公開や行政評価などの取組

みのほか、適切な情報提供を推進するなど、質の高い、多様な子育て支援サービスを提供するた
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めに、サービス利用者の視点に立った施策・事業を推進します。  

 

４ すべての子どもと家庭への支援の視点  

障害、疾病、虐待、貧困など社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、すべての

子どもや子育て家庭を支援する視点に立った取組みを推進します。 

  

５ 地域社会全体による支援の視点  

子育ての基本は家庭にありますが、子どもは地域社会の一員でもあります。子どもを心身とも

に健やかに育むためには、家庭はもとより、地域、学校、事業所、行政をはじめ地域社会全体が

地域の様々な社会資源を活用し、それぞれの役割を担いながら、連携を図ることが必要であるこ

とから、子育てを地域社会全体で支援する視点に立った取組みを推進します。  

  

６ ワーク・ライフ・バランスの実現の視点  

子育ては性別にかかわらず取り組むことが大切であり、また、働き方の見直しには、職場等の

理解と協力が必要不可欠です。市民一人ひとりが充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果た

すとともに、家庭や地域生活等においても、子育て期等の人生の段階に応じて多様な生き方が選

択・実現できる環境づくりができるよう、仕事と生活の調和の実現の視点に立った取組みを推進

します。  

  

７ 切れ目のない支援の視点   

多様な働き方や子どもの発育段階に合わせて、子育てに関する必要な支援を受けることができ

るとともに、すべての子どもが健やかに成長することができるよう、相談体制の周知をはじめと

した妊娠・出産・育児の切れ目のない支援の視点に立った取組みを推進します。 
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３ 基本目標 

 

（１）地域における子ども・子育て支援  

すべての子どもと家庭への支援の視点から、ニーズに応じた子育て支援サービスの充実を図

ります。特に保育サービスについては、子どもの最善の利益の実現に向け、利用者の生活実態

や意向を踏まえ、サービス提供体制を整備します。 

また、子育て家庭が必要とする情報の提供や地域における子育て支援サービス等のネットワ

ークの形成を促進するとともに、地域において子どもが自主的に参加し、自由に遊び、安全に

過ごすことができる放課後や週末等の居場所づくりを推進します。 

  

（２）仕事と子育ての両立支援  

仕事や社会活動等と子育ての両立を支援するため、多様な保育サービス、放課後児童クラブ

の充実を推進します。また、事業所、地域、子育て支援団体などと相互に連携し、男女がとも

に協力して子育てができるよう、家事・育児の分担や協力について、ワーク・ライフ・バラン

スの啓発を行うとともに、親の子育て力の向上や子育てへの参加促進に努めます。  

  

（３）子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり  

母親が安心して妊娠・出産期を過ごすことができるよう切れ目のない支援を推進するととも

に、妊産婦健康診査や乳幼児健康診査等、各種母子保健事業や小児医療を実施し、子どもたち

が心身ともに健やかに成長できる環境づくりを推進します。  

  

（４）支援が必要な子ども・家庭への支援  

児童虐待の背景は多岐にわたることから、虐待を防止し、すべての子どもの健全な心身の成

長、社会的自立を促進していくために、発生予防から早期発見、早期対応など、虐待の防止対

策等の充実を図ります。 

ひとり親家庭等、支援が必要な子育て家庭では、経済的自立が難しい傾向が見られる中で、

各家庭へのサポートを充実させるとともに、子育て・教育にかかる経済的な支援の情報提供や

相談体制の充実に努めます。 

また、発達に関して配慮や支援が必要な子どもへのきめ細やかな支援体制を強化します。 

 

（５）子どもがのびのびと育つ教育環境づくり  

学校教育において、子どもの豊かな人間性を形成し自立を助長するために、個々の子どもの

実態に合った支援に重点を置き、国際化や情報化など社会の変化に対応した教育を推進します。 

また、子どもの安全・安心を重視し、いじめ・不登校など子どもの心の問題に敏感に対応する 

などして、学校・保護者・地域が一体となった子どもがのびのびと育つ環境づくりに努めます。 

 

（６）子どもにやさしいまちづくり  

安心して子どもを生み育て、子どもが健康に育ち、豊かに学び、犯罪や事故等の被害に遭わ

ないようなまちづくりが必要です。 
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このため、子どもやその保護者、妊産婦が快適に暮らせる生活環境の整備や、安全で安心し

て暮らすことができる子どもにやさしいまちづくりを推進します。  

 

 

４ 施策体系 

 

  基本目標１ 地域における子ども・子育て支援 

基本目標３ 子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり 

 

基本目標５ 子どもがのびのびと育つ教育環境づくり 

 

（１）多様な子ども・子育て支援サービスの提供 

（２）幼児教育・保育の充実 

（３）児童館運営の充実 

（４）交流と子育てネットワークづくりの充実 

（５）子育てサービス利用者支援体制の構築 

 

（１）障害のある子どもへの支援 

（２）児童虐待防止対策の充実 

（３）ひとり親家庭への自立支援 

（４）配偶者等からの暴力（DV）被害者への支援 

（５）経済的負担の軽減 

 
 

 
 

元
気
に
育
て 
か
り
や
の
子
ど
も
た
ち 

基
本
理
念 

 

（１）生きる力を育てる学校教育の推進 

（２）子どもに寄り添った支援の充実 

（３）開かれた学校づくりの推進 

（４）地域で多様な経験や価値観を学ぶ場づくり 

基本目標４ 支援が必要な子ども・家庭への支援 

 

基本目標２ 仕事と子育ての両立支援 

（１）多様な保育サービスの充実 

（２）放課後児童クラブの充実 

（３）男女が協力して行う子育ての推進 

（１）妊娠・出産への支援 

（２）子どもの成長・発達への支援 

（３）小児医療体制の充実 

基本目標６ 子どもにやさしいまちづくり 

（１）子育てを支援する都市環境の整備 

（２）安全・安心なまちづくり 

（３）遊び場の確保 
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第４章 施策の展開 

 

基本目標１ 地域における子ども・子育て支援 

 

１－１    多様な子ども・子育て支援サービスの提供 

 

子どもの健やかな育ちを支え、保護者の多様な働き方への対応や子育てに対する不安感・負

担感の軽減を図るため、ファミリー・サポート・センターなど各種の子ども・子育て支援サー

ビスを提供するとともに、多様なニーズに対してきめ細かく相談、情報提供を行い、利用に結

び付けます。 

 

施策名 概      要 

ファミリー・サポート・セン

ターの運営 

育児の援助をしてほしい人と援助をしたい人が会員になって助け合う「ファミリ

ー・サポート・センター」を運営します。講習会、交流会などを開催し、援助に

必要な知識・技術を高め、会員同士の親睦を図ります。 

ショートステイの充実 保護者が傷病などにより、家庭における児童の養育が一時的に困難となった

場合に、県内の委託施設などで一定期間養育を行う「ショートステイ」の充実

を図ります。 

臨時保育室（カンガル

ールーム）の設置 

子育て中の親が、社会活動・学習活動などに参加できるよ う、各種講座、

イベント、市議会などの開催時、託児サポーターが保育を行う臨時保育室

（カンガルールーム）を引き続き設置します。 

育児ママ訪問サポート

による支援 

育児に関する悩み等を傾聴するなど、支援を希望する家庭に訪問員を派遣

し、母親の不安の軽減を図ります。また、地域の子育て支援に関する情報提

供等を行うなど、他の子育て支援サービスへのつなぎを行い、子育てにおける 

母親の孤立の防止につなげます。 

地域における子育ての

支援 

子育て支援センター等の地域子育て支援拠点において、各種行事やイベン

ト、講座などを通して、親同士の交流の場や、子育てに関する情報を提供し

ます。 

ブックスタートの普及 ４か月児健康診査の際、「おすすめ絵本」の紹介を行います。また、図書館

などで「おすすめ絵本」と読み聞かせ行事のリーフレットを配布します。 

おもちゃライブラリーの 

充実 

小学生以下の心身障害児や就学前の幼児を対象におもちゃの貸出しを行

い、おもちゃを通じた親子のふれあいの場、遊びの場を提供します。また、障

害がある子とのふれあいを大切にし、交流の機会づくりに努めます。 
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施策名 概      要 

おもちゃの病院の運営 「刈谷おもちゃ病院」において、シニア世代の豊富な経験と知識、技術を生か

し、おもちゃの修理を通して、子どもたちに「ものを大切にする心」「ものづくりの

楽しさ」を育みます。 

 

 

１－２   幼児教育・保育の充実 

 

すべての子どもたちが、就学前の時期から質の高い幼児教育・保育を受けることができる環

境を整備します。また、子どもたちの発達や学びの連続性を踏まえ、保育園・認定こども園、

小学校、福祉関係機関などの連携を強化します。 

 

施策名 概      要 

保育の必要性の認定 保護者の幅広いニーズや就労形態の多様化に応えるため、保育の必要性の

認定を行い、保育園や認定こども園などの円滑な利用につなげます。 

保育環境の充実 働き方の見直しや業務改善に積極的に取り組むことで、保育環境の向上に

努めます。 

保育園・認定こども園

における教育・保育の

充実 

保育所保育指針や幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえて、

子どもたちが豊かな体験をして個々の発達を促すことができる質の高い教育・

保育を提供します。 

待機児童の解消 ０～２歳児の待機児童の解消を図るため、私立保育園の新設を支援しま

す。また、一部の公立保育園を０～２歳児の受け入れに特化した乳児園へ

段階的に移行するとともに、３～５歳児の受け入れ先の確保に向けて公立

幼稚園を認定こども園に移行します。 

ほのぼのルームの充実 未就園児及びその保護者を対象に、遊び・交流・子育て相談の場として、認

定こども園の施設を開放します。 

保育園・認定こども園・

小学校・福祉関係者の

連携 

子どもたちの発達や学びの連続性を踏まえて、保育園・認定こども園と小学

校との連携を進めます。また、福祉・医療などの関係機関と連携して、早期か

らの切れ目のない相談・支援体制の充実を図ります。 

保育士・保育教諭の人

材発掘 

潜在保育士などの復帰支援研修の開催や体験就業など、潜在的人材の発

掘に努めます。 

保育人材の定着 施設長などに対して、職員が働きやすい職場環境づくりに関する研修を実施

します。 
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施策名 概      要 

園の運営に対する評

価・検証 

園における教育・保育の振り返りや子どもの育ちに関する改善がＰＤＣＡサ

イクルで行われるよう、子どもの育ちという観点からの自己評価、外部評価に

取り組みます。 

 

 

１－３    児童館運営の充実 

 

すべての子どもが、心身ともに健やかに育成するための一助として、遊びや学習の場として

地域における子育て支援を行うなど、児童館事業の充実を図ります。 

 

施策名 概      要 

科学体験による学びの

場の提供 

夢と学びの科学体験館において、科学遊びや科学体験を楽しんだり、刈谷

のものづくりについて学ぶことにより、未来を担う子どもたちの夢と学びの心を育

みます。 

児童館の充実 子どもや親子が、気軽に遊びや学習の場として利用できるよう環境を整えると

ともに、多様な講座や行事を開催します。 

 

 

１－４    交流と子育てネットワークづくりの充実 

 

中央子育て支援センターを核とし、子育てに関する相談機能の充実や交流の場の提供、子育

てサークルや子育てボランティアの育成・支援を行うとともに、子育てネットワークの充実を

図ります。また、小中学生及び高校生に対する放課後等の居場所づくりについても推進します。 

 

施策名 概      要 

地域における子育ての

支援 

子育て支援センター等の地域子育て支援拠点において、各種行事やイベン

ト、講座などを通して、親同士の交流の場や、子育てに関する情報を提供し

ます。 

子育てサークルの育成・

支援 

育児に関する情報交換、親子の友だちづくりの機会となるよう、子育てサーク

ルの育成、活動の相談、活動の場の提供などを行います。 

子育て支援団体等の

ネットワークづくり 

子育て支援団体や子育てサークルなどの市民団体のネットワークづくりを支援

するため、子育て支援のためのネットワーク会議を開催します。 

地域活動の担い手 

づくり 

子育てサークルなどで活動している子育て家庭と地域をつなぐなど、子育て家

庭が子育て支援や地域活動の次の担い手となるような取組みを進めます。 
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施策名 概      要 

地域活動の担い手を

支える仕組みづくり 

子育て支援に関わる人材の発掘・育成や地域の子育て支援の連携及びネ

ットワーク化を進めることで、身近な地域での子育て支援を活性化し、担い手

を支える仕組みづくりに取り組みます。 

世代間交流の充実 保育園・認定こども園の園児が、小中学校の児童生徒や地域住民との交

流の機会を持つことができるよう、運動会や地区の行事などにおける交流、老

人福祉施設への訪問や地域講師の活用などに取り組みます。 

民生委員・児童委員、

主任児童委員の活動

支援 

子育て世帯への見守りや声かけ、相談対応、あるいは資質向上のための研

修など、民生委員・児童委員、主任児童委員としての活動を支援します。 

里親制度の啓発 より多くの市民に里親制度の意義について、理解の促進を図り、里親として

の協力を得られるよう、制度の啓発に努めます。  

子育て支援団体・地域

住民等との連携 

子育て支援団体や地域住民などと連携し、子育て中の親子の仲間づくりの

場、しつけや遊び方を学ぶ場、地域の人との交流の場を提供するなど、地域

住民による子育て支援活動を支援します。 

読み聞かせ活動、おは

なし会の実施 

図書館での絵本の読み聞かせ会、市民センターでのおはなし会など、ボランテ

ィアグループ等の協力により実施します。 

小学生の居場所づくり 放課後の子どもたちの活動拠点として「放課後子ども教室」を実施します。遊

びや学習、体験活動、地域住民との交流により、子どもの安全・安心な居場

所づくりを推進します。 

中学生・高校生の居場

所づくり 

中高生などの若者が気軽に立ち寄ることができる居場所を提供し、同世代の

交流を通して、主体的な活動ができるよう若者の自立に向けた取組みを支

援します。 

親子がともに様々な人

との交流や体験ができ

る場と機会の充実 

親子の居場所の拡充を図るとともに、親子の居場所の認知度を高め、一層

の利用を促進するためのＰＲ活動を積極的に展開します。 

地域住民の理解促進 子育ての現状や子育て支援の必要性を地域の全ての住民が理解できるよ

う、様々な機会や手法により働きかけ、地域全体で子育て中の親子の存在

を意識し、関心を持つ雰囲気づくりや、いざというときの声掛け・手助けなどの

見守り活動につなげます。 
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１－５    子育てサービス利用者支援体制の構築 

 

身近な場所で、子育てに関する様々な相談や情報提供が受けられるよう、利用者支援体制 

の構築を図ります。利用者を必要なサービスにつなぎ、子どもと保護者の困りごとの解決を 

図ります。 

 

施策名 概      要 

利用者支援専門員の

配置 

子どもやその保護者の身近な場所に、利用者支援専門員（子育てコンシェ

ルジュ）を配置し、教育・保育施設や地域の子育て支援事業などの情報提

供及び相談・助言を行うとともに、関係機関との連絡調整を行います。 

子育て情報の提供 行事予定や育児の身近な情報を掲載する「子育てコンシェルジュ通信」を偶

数月、「子育て支援センターだより」を奇数月に発行し、公共施設で配布しま

す。また、子育て情報誌等を、母子健康手帳交付時、各種手当申請時、

健康診査時などに併せて配布します。 

子育て情報誌・子育て

支援ホームページの 

充実 

子育てに関する行政サービスや施設などの情報を収集・整理した子育て情

報誌、子育て支援ホームページを常時見直し、内容の充実を図ります。 

子育て支援センターに

おける相談の対応 

保育士による電話相談、面接相談、メール相談、グループ相談、訪問相談

や、専門員による心理及び発達相談を行います。また、子育てコンシェルジュ

が、相談者の個別ニーズに合わせたサービス・施設を紹介し、適切な相談先

につなぎます。 

保育園・認定こども園

における子育て相談・

育児講座の実施 

保育園・認定こども園において保護者を対象に、子育て相談、育児講座など

を実施します。 

保育カウンセラーの 

巡回 

臨床心理士が保育園・認定こども園を巡回し、保護者や保育士等からの子

育てや保育に関する相談に応じます。 

子ども相談センターにお

ける各種相談体制の

充実 

３歳から 19 歳までの子どもとその保護者、親族、学校・園関係者を対象

に、子どもに関する様々な相談に応じます。 
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基本目標２ 仕事と子育ての両立支援 

 

２－１    多様な保育サービスの充実 

 

保護者の多様な働き方への対応や子育てに対する不安感・負担感の軽減を図るため、延長保

育や休日保育など多様な保育サービスを提供します。また、多様な保育・教育ニーズに対して

きめ細かに相談、情報提供を行い、利用に結び付けます。 

 

施策名 概      要 

延長保育の充実 保護者の就労形態の多様化に応えるため、延長保育の充実を図ります。 

休日保育の充実 保護者の就労形態の多様化に応えるため、休日保育の充実を図ります。 

産前・産後休暇、育児

休暇後の職場復帰の

支援 

出産前や職場復帰前から保育園への入園予約を受け付け、働く女性が安

心して出産・子育てを行い、職場に復帰できる環境づくりに取り組みます。 

病児・病後児保育の 

実施 

子どもが病気または病気の回復期であり、集団保育が困難な期間において、

一時的に子どもを預かる病児・病後児保育を実施します。 

認定こども園一時預か

り （ 預 か り 保 育 ） の 

充実 

認定こども園において、出産や傷病、親族の看護・介護などで、通常の保育

時間終了後も引き続き保育を希望する在園児に対して、預かり保育を実施

します。 

保 育 園 一 時 預 か り

（一時保育）の充実 

育児疲れ解消などの理由で利用を希望する保護者に対して、小学校就学

前の子どもを拠点保育園で一時的に保育します。また、保護者の傷病、事

故、出産、看護、冠婚葬祭などの理由により、小学校就学前の子どもを状

況に応じて緊急一時的に保育します。 
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２－２    放課後児童クラブの充実 

 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童が豊かな放課後を過ご

せるよう、発達段階に応じた主体的な生活や遊びを通じて、きめ細かい対応を行うとともに、

学校、家庭、地域等が連携し、様々な体験・交流活動の機会を提供します。 

 

施策名 概      要 

放 課後 児童クラ ブの 

充実 

保護者の就労形態の多様化に伴うニーズに対応するために、事業の充実を

図ります。放課後児童クラブの児童が放課後子ども教室のプログラムに参加

し、多様な体験・活動ができるよう、連携して事業を推進します。 

また、支援員の資質の向上、地域の人材の活用を図ります。 

放 課後 児童クラ ブの 

整備  

利用希望者の増加に伴い、各小学校の状況に合わせて第 3 クラブの整備を

図ります。 

 

 

２－３    男女が協力して行う子育ての推進 

 

仕事に就いていても子どもや家族との豊かな時間が持てるように、男女が共に働きやすく、

仕事と家庭生活が両立できる職場環境の整備や、男性に対する家事・育児支援等の推進、広く

市民へワーク･ライフ･バランスを啓発することなどにより、引き続き、仕事と家庭生活の両立

支援を推進します。 

 

施策名 概      要 

市民だより、ホームペー

ジなどによる啓発 

市民だより、刈谷市ホームページ、各種報道機関等を通して、男女共同参

画の考え方、各種イベント、内閣府が実施する男女共同参画週間などの周

知を行います。また、家庭、地域、職場など様々な立場の人に向けた男女共

同参画啓発用リーフレットを作成・配布し、さらなる意識の向上を図ります。 

男女共同参画講座等

の充実 

女性向け、男性向け、夫婦向け等の男女共同参画講座や講演会などを実

施します。性別による固定的な役割分担意識にとらわれず、男女がともに家

事・育児等に関わることの重要性についての意識の向上を図ります。 

社会学級等の開催 社会学級等を通じて、男女が協力して子育てを行う意義を考える機会を提

供します。 

一般事業主行動計画

の実施の促進 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定に関し

て、情報提供等を行います。 
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施策名 概      要 

子育て家庭に配慮した

職場づくりの啓発  

 

育児休業制度の定着・促進、勤務時間の短縮などの啓発、再雇用制度の

普及を図るため、事業所などに情報提供を行い、子育て家庭に配慮した職

場づくりの啓発に取り組みます。 

ファミリー・フレンドリー企

業の普及、促進  

「ファミリー・フレンドリー企業」（男女ともに仕事と家庭の両立ができる様々な

制度と職場環境を持つ企業）についてＰＲを行います。 

再就職希望者の能力

開発の支援 

育児で一度退職し、子どもが大きくなった時点で再就職を希望する保護者を

対象に、再就職セミナーなどの講座を開催します。 
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基本目標３ 子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり 

 

３－１    妊娠・出産への支援 

 

父母ともに、妊娠・出産に対する理解を深められるよう、パパママクラス等の実施をすると

ともに、産後ホームヘルパーの派遣やあかちゃん訪問を実施し、母子の健康の確保や母親の不

安や負担の軽減に努めます。 

 

施策名 概      要 

パパママクラス等の開催 初妊婦を対象としたミニママ教室、フレッシュ・ママクラス、初妊婦とその夫を対

象としたパパママクラスを開催し、出産に対する不安の軽減、母子の健康促

進、妊娠・出産について、男女がともに子育てを行うことの重要性、子育ての

楽しさなどを伝えます。 

産後ホームヘルパーの

派遣 

産後における母子の心身の健康を守るため、核家族世帯等を対象として、

一定期間ホームヘルパーを派遣し、家事の支援を行います。 

あかちゃん訪問の実施 助産師が生後４か月未満のあかちゃんがいるすべての家庭を訪問し、母子

の健康状態を把握するとともに、保護者の多様な相談に応じます。 

妊産婦健康診査・妊

産婦歯科健康診査の

実施 

安全な出産を支援するため、妊娠期、出産後に医療機関において健康診

査を実施し、不安の軽減を図ります。また、妊産婦歯科健康診査など母親

の歯の健康づくりを支援します。 

切れ目のない支援の 

充実 

妊娠期から乳幼児期までの心身の不安定な時期に必要な支援が受けられ

るよう、妊娠届出時や「妊娠・子育て応援室」（子育て世代包括支援セン

ター）において面接・相談を受け、適切な支援につなげ、切れ目のない支援

を行います。またアプリを活用し、お知らせや情報提供などによる子育て支援

の充実を図ります。 

産後ケアの充実 家族等から十分な家事及び育児などの援助が受けられない産婦と乳児を対

象に、心身を休めながら育児の相談や授乳指導を受けられる産後ケア事業

の充実を図ります。 

産後うつの早期発見、

早期支援 

産婦健康診査を充実させ、周産期医療機関と連携することで、育児に影響

を及ぼす産後うつを早期に発見し、支援につなげます。また、全ての産婦に対

し、生後２か月頃までに電話相談を実施し、産後うつの予防と育児不安の

軽減に努めます。 
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３－２    子どもの成長・発達への支援 

 

子どもの成長の速度や発達の状況は、子どもによってそれぞれ異なります。子どもにあった

成長・発達を考えていくことが非常に重要です。乳幼児健康診査や予防接種を実施するととも

に、支援が必要な家庭・保護者に対し、訪問等を実施し、指導、助言等を行うなど、子どもの

健やかな成長・発達につながる支援の充実を図ります。 

 

施策名 概      要 

乳幼児健康診査・幼

児歯科健康診査の 

実施 

子どもたちの健やかな成長を支援するため、４か月児、１歳６か月児、３歳

児に健康診査を実施します。また、１歳未満の子どもに愛知県内の医療機

関で乳児健康診査を行います。 

１歳６か月から３歳にかけては計 4 回の歯科健康診査、フッ素塗布等を実

施し、子どもの歯の健康づくりを支援します。 

養育支援訪問の実施 支援が必要とされる家庭を保健師等が訪問し、養育に関する指導、助言等

を行い、適切な養育の実施につなげます。 

予防接種の実施 予防接種手帳を交付し、各種予防接種が個別に受けやすいように、医療機

関との協力体制を強化します。 

各種相談の実施 保健師による育児相談、助産師による母乳相談、栄養士による栄養相談、

心理相談員による発達相談など、対象者に応じた相談・指導を実施します。 

援助を必要とする子ど

もと家庭への支援 

発育・発達に心配のある子どもなど、支援を必要とする家庭への訪問指導、

相談を行います。 

病気や事故についての

学習機会の充実 

病気や事故に対する応急手当などの知識不足から生じる不安感の解消の

ため、保護者へ子どもの病気や事故に関する学習や相談の機会の充実を図

ります。 
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３－３    小児医療体制の充実 

 

子どもの病気やけがなどの緊急時に、安心して診てもらうことができるよう小児医療体制

の充実を図ります。 

 

施策名 概      要 

小児救急医療体制の

充実 

愛知県や近隣自治体及び医療機関と調整を図りながら、地域における小

児救急医療体制の充実を働きかけます。また、休日の救急診療に関する情

報を市民だより等に掲載し、保護者などへの周知を図ります。 

小児救急電話相談の

紹介 

愛知県が実施している、休日・夜間における子どもの急病時の電話相談に

ついて、保護者などへの周知を図ります。 
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基本目標４ 支援が必要な子ども・家庭への支援 

 

４－１    障害のある子どもへの支援 

 

障害のある子どもたちが将来自ら選択した内容により自立生活を実現できるよう、「刈谷市

障害者計画・第 1 期刈谷市障害児福祉計画」及び「刈谷市教育大綱」との連携を図り、個々の

状況に応じた本人の主体性を獲得する力（エンパワメント）を引き出し、高めていく支援や成

年期を見通した乳幼児期、学齢期からの切れ目のない支援を推進します。 

 

施策名 概      要 

療育ネットワークの充実 市の関連各課、しげはら園、保育園、認定こども園、子ども相談センター、保

健所、医療機関など関係機関が連携し、年齢、発達段階や障害の内容など

に応じた療育を促進します。 

早期療育の機会づくり 発達に心配のある子どもとその母親を対象とした 1 歳 6 か月児健康診査の

事後指導教室（どんぐりルーム）や母子関係の充実や心身の発達を助長・

育成する療育（ラッコちゃんルーム、ことばの相談室）等を実施し、支援が必

要な子ども・家庭の早期発見・早期指導につなげます。また、親子が集まる施

設へ巡回し、発達に心配のある子どもの早期発見・早期支援につなげます。 

特別支援教育の充実 従来の特別支援教育の対象の障害だけではなく、発達障害を含め、障害の

ある児童生徒に対して、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、適切な教育を

通じて、生活や学習上の困難の改善または個々の発達援助を図ります。 

統合保育の充実 保育園・認定こども園において、障害のある子とない子が一緒に生活する中

で、相互理解を通して人と関わる力を育みます。また、保育士・保育教諭は、

講習会の受講や専門家の助言などにより理解を深め、円滑な統合保育の実

施につなげます。 

障害児を持つ家庭への

支援 

関係制度の普及・定着に努めるとともに、緊急時や保護者の休養などのため

の一時預かりを行います。 

児童発達支援の充実 発達障害のある子どもを対象に基本的な動作の指導や集団生活への適応

訓練などを行う児童発達支援の充実を図ります。 

保育所等訪問支援の

実施 

保育園などを利用している障害のある子どもに対し、障害児施設等で指導経

験のある児童指導員、保育士による訪問指導を行います。 

放課後等デイサービス

の充実 

小中学生及び高校生等の障害のある子どもに対して、放課後や夏休み等の

長期休暇中の居場所づくりや訓練の場を提供する放課後等デイサービスの

充実を図ります。 
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施策名 概      要 

各施設での研修の 

充実 

一人ひとりの子どもが安心して日々を過ごせるように、地域療育センターでの

専門的な支援に加えて、保育園、認定こども園、小学校等の保育者や教員

には障害に対する正しい知識の習得が求められます。各組織での研修を充

実させるとともに、合同での研修を進め、切れ目のない支援を目指します。 

関係機関の連携強化 保育園、認定こども園及び小学校の連携を更に充実させ、子ども一人ひとり

の育ちをつなぐために、小学校の特別支援教育コーディネーターを中心として、

保育園、認定こども園、小学校、地域療育センター、特別支援学校、市役

所等が連携し、支援をつなぐ取組みを進めていきます。 

また、医療的ケア児が地域で必要な支援が受けられるよう、関係機関と連携

して総合的な支援体制の充実を図ります。 

相談支援体制の拡充 学齢後期（中学生・高校生年代）の発達障害児が、自立した成人期を迎

えられるための相談支援体制を拡充します。 

市民の障害に対する理

解促進 

障害のある子どもとその家族が安心して地域の中で生活し、健やかに成長で

きるように、共に地域で暮らす市民の障害への理解を促進します。そのため、

学齢期から障害を理解し、交流を深められるよう相互理解に向けた教育や夏

祭り等の各種行事の開催支援を進めるとともに、多様な媒体を活用し、障害

や障害のある人への理解を深める広報・啓発活動を行います。 
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４－２    児童虐待防止対策の充実 

 

児童虐待に関する広報や啓発、関係機関との連携強化、在宅支援を中心としたより専門的な

相談体制の充実を図るなど、総合的な児童虐待防止対策を推進します。 

 

施策名 概      要 

要保護者対策地域協

議会の充実 

要保護児童（保護者のない児童または保護者に監護させることが不適当で

あると認められる児童）、要支援児童（保護者の養育を支援することが特

に必要と認められる児童）や特定妊婦（出産後の養育について出産前に

おいて支援を行うことが特に必要と認められる妊婦）の早期発見や適切な

保護を図るため、関係機関・団体で組織する要保護者対策地域協議会を

開催します。 

児童虐待防止の啓発 児童虐待の現状、虐待のサイン、通告義務、相談体制、防止施策などの知

識の普及を図るため、講演会・研修会の開催や市民だよりによる啓発に取り

組みます。 

家庭児童相談室の 

充実 

子育てに関する悩みの相談、関係機関への紹介、家庭への訪問などを行

い、親等への支援の充実を図り、虐待を未然に防ぎます。また、関係機関と

連携をとりながら児童虐待に限らず、子どもに関するあらゆる問題に対応した

相談体制の充実を図ります。 

虐待ホットラインの充実 児童虐待の防止と早期発見を目的に、家庭児童相談員、保健師などが直

通電話で通告・相談を受ける「こども虐待ホットライン」の充実を図ります。 

 

 

４－３    ひとり親家庭への支援 

 

ひとり親家庭を支援し生活の安定と向上を図り、子どもの健全な成長を確保するため、個々

の家庭の状況に応じ、子育てや生活支援、就業支援、子どもへのサポートなど、総合的な自立

支援を行います。 

 

施策名 概      要 

相談体制の充実 母子等自立支援員を配置し、自立に向けた相談や情報提供などを行い、ひ

とり親家庭の生活の安定と自立を支援します。 

自立支援教育訓練給

付金の支給 

就職に必要な技能や資格を取得するために指定の教育訓練講座を受講し

た母子家庭の母及び父子家庭の父に、受講料の一部を支給します。 

高等職業訓練促進給

付金の支給 

母子家庭の母及び父子家庭の父が、経済的な自立に効果の高い看護師

などの資格を取得するために２年以上修学する際に、就業と修学が困難な

場合、生活費の負担軽減のために促進費を支給します。 



 

 

54 

施策名 概      要 

母子父子寡婦福祉資

金の貸付 

母子家庭の母及び父子家庭の父、ならびに寡婦の経済的自立援助のため

の資金、児童の就学に必要な資金を貸し付けます。 

児童扶養手当・遺児

手当の支給、医療費の

助成 

児童扶養手当・遺児手当の支給、医療費の一部助成など国、県、市の制

度に基づき経済的な支援を行います。 

家庭生活支援員の 

派遣 

生活環境の変化により、一時的に日常生活に支障を生じている母子・父

子・寡婦家庭に、自立促進のため家庭生活支援員を派遣し、日常生活を

支援します。  

市営住宅の家賃の減

免、保育園の保育料の

減免、就学援助 

一定の基準を満たすひとり親世帯に対し、市営住宅の家賃の減免、保育園

の保育料の減免を実施します。また、公立小中学校へ就学するための学用

品費や学校給食費などを援助します。  

家具転倒防止金具の

取付 

中学生以下の子どもと母親から構成される世帯向けに、家具転倒防止金

具の取付を行います。 

 

 

４－4    配偶者等からの暴力（ＤＶ）被害者への支援 

 

DV に関する知識の普及や相談体制の充実を進めるとともに、関係機関との連携により被害

者の適切な保護及び日常生活への支援を行い、自立促進を図ります。 

 

施策名 概      要 

緊急一時保護受け入

れ先の確保 

ＤＶからの緊急避難が必要な母子に対し、緊急一時避難施設への入所へ

つなぐことで、すみやかに安全を確保します。 

相談体制の充実 DV や女性相談に関する各種相談窓口の紹介や、関係機関との連携によ

り、母子生活支援施設への保護や母子の自立促進を支援します。 
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４－５    経済的負担の軽減 

 

子育て家庭を支援するため、児童手当等の手当の支給や、子ども医療費や不妊治療費等の 

助成などを実施し、経済的負担の軽減を図ります。 

 

施策名 概      要 

児童手当の支給 子育ての経済的負担を軽減するため、国の制度に基づき手当を支給します。 

保育園(０～２歳

児)多子世帯の保育

料の軽減及び第３子

以降の保育料の無料

化 

保育園を利用している子どもが、１８歳未満の児童で数えて２番目である場

合、保育料を軽減します。また、３番目以降である場合、保育料を無料にしま

す。 

保育園(３～５歳

児)・認定こども園の

給食費の一部無料

化 

保育園・認定こども園を利用している子どもが、１８歳未満の児童で数えて３

番目以降である場合または年収３６０万円未満相当世帯の場合、給食費

を無料にします。 

私立幼稚園の利用

者への給食費の助成 

新制度に移行していない私立幼稚園を利用している子どものうち、小学校３年

生以下の児童で数えて３番目以降である場合または年収３６０万円未満相

当世帯の場合、副食費の補助を行います。 

認可外保育施設利

用者の負担の軽減 

認可保育園の入園基準を満たす０～２歳児で、保育園の利用を希望しなが

ら認可外保育施設を利用している場合、所得等に応じて利用料を補助しま

す。 

子ども医療費の助成 子どもが早期に十分な治療を受けられるよう、入通院にかかる医療費の助成を

行い、子どもの健康保持と保護者の経済的負担の軽減を図ります。 

妊産婦・乳児健康診

査及び妊産婦歯科

健康診査費用の助

成 

妊娠から出産までに係る費用の負担軽減を図り、安心して子どもを産み育てる

ことができる環境を整備します。 

ファミリー・サポート・セ

ンター利用者への補

助 

市町村民税非課税世帯等が受ける援助活動に対し、利用料の一部を補助

し、経済的な負担の軽減を図ります。 

不妊治療費の助成 不妊に悩む夫婦に対し、不妊治療費用の一部を助成し、経済的な負担の軽

減を図ります。  

私立高等学校等授

業料の補助  

私立高等学校などに通う生徒の保護者に対して、授業料の補助を行い、公・

私立間における保護者の経済的負担の格差是正を図ります。 

 

 



 

 

56 

基本目標５ 子どもがのびのびと育つ教育環境づくり 

 

５－１    生きる力を育てる学校教育の推進 

 

多様な人と関わり合うとともに、様々な活動、文化、自然などに触れる機会を増やし、子ど

も・青少年が豊かな体験を通して、自ら社会性や進路を選択する力を身に付けられる環境を整

えます。 

 

施策名 概      要 

体験活動等の推進 豊かな人間性を育むため、ボランティア活動、自然体験、福祉体験などの

様々な体験活動の充実に取り組みます。 

職場体験学習の実施 中学生を対象に、生徒の希望に沿って職場体験学習を行います。 

心の教育の充実 読書活動、人権教育、動植物の飼育・栽培などを通して、心の教育の充実

を図ります。 

異年齢児との交流機

会の充実 

授業、行事、体験活動などの中で、児童生徒と園児との交流機会の充実を

図ります。 

思春期保健対策の 

充実 

保健の授業などを通して、体のしくみや性感染症の理解を深めます。自分の

身体を大切にすること、異性を尊重すること、喫煙や薬物などの心身への悪

影響等について学ぶ機会を設けます。 

保育実習の実施 中学校３年生全生徒を対象に、子育ての意義や家庭を持つことの重要性

を学ぶ保育実習を実施します。 

 

 

５－２    子どもに寄り添った支援の充実 

 

教職員などが子どもの心の状態を把握するとともに、いじめがいけないことであるという

意識を持てるよう、児童生徒に指導を行うなど、いじめの予防・早期発見・解決に向けた取組

みを進めます。また、学校・家庭・関係機関が連携し、困難を抱えている児童生徒に対する支

援を推進します。 

 

施策名 概      要 

スクールカウンセラー等

相談体制の充実 

スクールカウンセラー、心の教室相談員、心の居場所づくりアドバイザーを小

中学校に配置し、児童生徒からの相談の他、保護者や教職員の相談に応

じます。 
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施策名 概      要 

いじめ対策の推進 各学校における特別支援教育、いじめ・不登校対策委員会の開催や、児

童生徒に対するアンケート調査の実施により、学校全体でいじめ対策に取り

組み、いじめの早期発見・解決につなげます。 

不登校児童生徒への

対応 

刈谷市いじめ・不登校児童生徒適応指導調査協力者会議による情報交

換や、各学校における特別支援教育、いじめ・不登校対策委員会の開催、

北・中・南部すこやか教室における相談、家庭訪問などにより、不登校児童

生徒の学校復帰を支援します。 

 

 

５－３    開かれた学校づくりの推進 

 

各学校において、適宜、情報発信を行うとともに、家庭・地域とともに子どもたちを育成 す

る開かれた学校づくりを進めます。 

 

施策名 概      要 

学校評議員制度の運

営支援 

保護者や地域住民などの意向を把握し、開かれた学校運営を推進する学

校評議員制度を支援します。 

地域住民による教科指

導の支援 

小学校において、ボランティアによる読み聞かせなどの教科指導の支援を行い

ます。 

地域講師の活用 小中学校の総合的な学習の時間などに、地域の方を講師に招き、特徴のあ

る授業を行います。 

学校のホームページの

運営 

各学校のホームページを適宜更新し、学校から地域に向けて、情報を発信し

ます。 

生活指導懇談会の 

開催 

中学校区別に生活指導懇談会を開催し、児童生徒の見守りなどについて

意見交換を行うことにより、地域の見守り活動の促進につなげます。 

家庭教育地域推進事

業の充実 

学校、家庭、地域が連携して、子どもを生み育てる社会環境づくりを推進す

るため、家庭教育推進事業などを実施します。 
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５－４    地域で多様な経験や価値観を学ぶ場づくり 

 

子どもたちが多様な価値観を身につけられるよう、自然や文化、芸術などの様々な体験機 

会の充実を図ります。 

 

施策名 概      要 

科学体験による学びの

場の提供 

夢と学びの科学体験館において、科学遊びや科学体験を楽しんだり、刈谷

のものづくりについて学ぶことにより、未来を担う子どもたちの夢と学びの心を育

みます。 

子ども向けの体験の 

推進 

市民センター、生涯学習センター、美術館など公共施設において、子どもたち

が文化・自然などを体験できる様々な機会を提供します。 

親子向けの学習・体験

の推進 

親子向けの工作教室、料理教室、環境講座など、親子で参加できる様々

な学習や体験の場を提供します。 

子ども会活動の支援 活動の場の提供、活動の参考となる情報提供などを通じ、子ども会の活動

を支援します。 

ジュニアリーダーの育成

支援 

中学生・高校生のジュニアリーダーの育成を支援し、子ども会など地域の活動

に派遣します。 

世代間のふれあいの場

の提供 

交通児童遊園において、大人から子どもまで楽しめる大型遊具等の設備の

充実を図ることにより、世代間のふれあいの場を提供します。 
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基本目標６ 子どもにやさしいまちづくり 

 

６－１    子育てを支援する都市環境の整備 

 

子どもや子育て家庭に配慮するために、公共空間・設備等におけるユニバーサルデザインの

導入など、公共施設の整備に取り組みます。 

 

施策名 概      要 

公共空間・設備におけ

るユニバーサルデザイン

の導入 

公共空間や設備においてユニバーサルデザインの導入を図ります。特に、公

共施設には、授乳スペース、おむつ交換スペース、多機能トイレ、託児ルーム

の整備を図ります。 

刈谷市バリアフリー基本

構想の推進 

刈谷市バリアフリー基本構想に基づき、刈谷駅周辺の重点整備地区におけ

る生活関連経路（特定道路）の整備を進めます。 

人にやさしい街づくりの

推進 

愛知県の「人にやさしい街づくりの推進に関する条例」に基づき、子どもと子育

て家庭にも配慮した都市環境の整備を進めます。 

 

 

６－２    安全・安心なまちづくり 

 

子どもが犯罪や交通事故に巻き込まれたりしないように、防犯や交通安全についての教育

や道路の安全点検、防犯訓練などを実施し、安全・安心なまちづくりをめざします。 

 

施策名 概      要 

安全教育の充実 警察、学校、保育園、認定こども園などと連絡を密にし、犯罪、交通事故を

防止する教育及び啓発を行います。 

通学路の安全点検 通学路の安全点検を実施し、歩道の整備、カラー舗装、地下道への非常

用警報機の設置など危険箇所の改善を行います。 

防犯灯・道路安全灯

の整備 

夜間の防犯や交通安全を確保するため、防犯灯・道路安全灯を設置しま

す。 

子ども 110 番の家と

の連携 

警察と連携し、登下校時などに子どもが不審者に遭った時に駆け込むことが

できる「子ども 110 番の家」について周知を図ります。 

防犯訓練等の実施 小中学校・保育園・認定こども園において、不審者侵入時の対応などについ

て防犯訓練を実施します。また、小中学校の全児童生徒に防犯ブザーを配

布します。 
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施策名 概      要 

地域の防犯情報の 

共有 

小中学校・保育園・認定こども園の情報交換を密にするとともに、地域安全

パトロール隊との連携を図ります。また、学校安全緊急情報共有化広域ネッ

トワークを活用し、不審者などの情報を共有し、防犯に努めるとともに、刈谷

市防犯メールにより、保護者などへの情報提供を実施します。 

健やかに育む環境づく

りの推進 

愛知県青少年保護育成条例に基づき、有害環境から青少年を保護すると

ともに、街頭補導により、青少年の非行防止に努めます。 

チャイルドシートの 

貸出 

緊急かつ一時的に自分の家庭外の乳幼児を乗せるため、チャイルドシートの

貸し出しを行います。 

 

 

６－３    遊び場の確保 

 

公園等の整備・維持管理を行うことにより、快適で安全・安心な子どもの遊び場の確保に取

り組みます。 

 

施策名 概      要 

認定こども園の園庭 

開放 

園児の降園後、認定こども園の園庭を開放し、親子の遊び場を提供します。 

公園等の整備 快適で魅力あるまちづくりを推進するため、新しい公園の整備や既存公園の

再整備を計画的に進めます。 

公園等の維持管理 快適な公園環境の維持と、安全と安心の確保のため、遊具の点検、砂場の

清掃、樹木管理などを実施します。 

住民参加型の公園 

づくり 

誰もが快適に利用でき魅力ある公園を整備するため、地区住民に設計段階

から参加を促し、管理運営などに住民の協力を得るなど、住民に愛される公

園づくりに取り組みます。 
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第５章 量の見込みと確保の方策 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

 

量の見込みや確保の内容を設定するにあたり、国は、「地理的条件、人口、交通事情その他の社会

的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案し、保護者や

子どもが居宅より容易に移動することができる区域（以下、「教育・保育提供区域」という。）を定

め、教育・保育提供区域内での需給計画を立てること」としています。 

本市の現在の教育・保育施設については、認定こども園は小学校区ごとに整備されており、保育

園もほぼ同様に整備されているなど、施設は市内全域にバランスよく配置されています。 

よって、第 1 期計画と同様に、本市では教育・保育事業の提供区域を、１区域（市全域）として

設定しました。 

 

 

２ 量の見込みと確保の内容 

 

（１） 教育・保育の量の見込みと確保の内容 

①幼稚園事業                                        

【対 象】 

満３歳以上で、幼稚園等の教育を希望される方 

【利用先】 

幼稚園、認定こども園 

【提供体制の考え方】 

必要な量を満たしており、現在の体制で計画期間中も確保できる見込みです。 

 

                                       単位（人） 

就園児童数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 1,963 1,895 1,837 1,815 1,818 

 1 号 1,597 1,542 1,495 1,477 1,479 

 2 号 366 353 342 338 339 

Ｂ 確保の内容 3,025 3,000 3,000 3,000 3,000 

 
認定こども園 

（公立） 
2,540 2,515 2,515 2,515 2,515 

 
幼稚園 

（私立） 
485 485 485 485 485 

Ｂ-Ａ 1,062 1,105 1,163 1,185 1,182 
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②保育園事業（２号認定）                                       

【対 象】 

満３歳以上で、保育の必要な事由に該当し、保育所等での保育を希望される方 

【利用先】 

保育所、認定こども園 

【提供体制の考え方】 

乳児型保育園において、令和 3 年度から 3 歳児、令和４年度から 3・4 歳児、令和 5 年度以

降 3～5 歳児の受入が終了しますが、令和 2 年度から公立幼稚園が認定こども園に移行、また、

民間による保育園の新設を計画しているため、提供体制は整っています。 

 

                                       単位（人） 

就園児童数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 2,347 2,266 2,197 2,171 2,173 

Ｂ 確保の内容 2,623 2,548 2,497 2,359 2,359 

 認可保育所 1,623 1,513 1,462 1,324 1,324 

 認定こども園 1,000 1,035 1,035 1,035 1,035 

 地域型保育 0 0 0 0 0 

Ｂ-Ａ 276 282 300 188 186 

 

③保育園事業（3 号認定）                                

【対 象】 

満３歳未満で、保育の必要な事由に該当し、保育所等での保育を希望される方 

【利用先】 

保育所 

【提供体制の考え方】 

乳児型保育園において、令和 3 年度から令和 5 年度にかけて 3～5 歳児の受入を終了し、空

いた保育室と保育士を０～2 歳児の受入に充てること、また、民間による保育園の新設により、

令和 5 年度までに提供体制を確保する予定です。なお、提供体制に不足が生じた場合は、年齢

毎の受入れを調整し、提供体制を確保する予定です。 

 

■０歳                                    単位（人） 

就園児童数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 245 244 244 244 246 

Ｂ 確保の内容 230 233 242 248 248 

 認可保育所 230 233 242 248 248 

 地域型保育 0 0 0 0 0 

Ｂ-Ａ △15 △11 △2 4 2 
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■１・２歳                                  単位（人） 

就園児童数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 1,066 1,069 1,079 1,077 1,078 

Ｂ 確保の内容 824 935 1,030 1,082 1,082 

 認可保育所 824 935 1,030 1,082 1,082 

 地域型保育 0 0 0 0 0 

Ｂ-Ａ △242 △134 △49 5 4 
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（２） 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の内容 

①延長保育事業                                      

【事業内容】 

保育認定を受けた子どもについて、11 時間を超えて保育園において保育を実施する事業。 

【提供体制の考え方】 

11 時間を超えて開園している保育園の在園児を対象にしているため、現在の提供体制で計

画期間中も確保できる見込みです。また、民間の新規保育園においても延長保育事業を計画し

ています。 

                                       単位（人） 

利用者数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 950 1,000 1,060 1,080 1,090 

Ｂ 確保の内容 950 1,000 1,060 1,080 1,090 

Ｂ-Ａ 0 0 0 0 0 

 

②放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）                                 

【事業内容】 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、放課後に小学校

の余裕教室等を利用して、主体的な遊びや生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業。 

【提供体制の考え方】 

 計画期間中、小学生の児童の人口は、ほぼ横ばいの推移が見込まれますが、放課後児童クラ

ブの受入児童の学年拡大も完了し、より利便性が高まることから、利用希望は引き続き増加傾

向にあると見込まれます。 

 利用希望の増加に合わせ、定員増を図り提供体制を確保する予定です。 

                                    単位（人） 

利用者数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 1,327 1,342 1,353 1,366 1,378 

 低学年 1,123 1,136 1,145 1,156 1,166 

 

 

1 年生 426 430 434 438 442 

 2 年生 391 396 399 403 406 

 3 年生 306 310 312 315 318 

 高学年 204 206 208 210 212 

 

 

4 年生 149 150 152 153 155 

 5 年生 51 52 52 53 53 

 6 年生 4 4 4 4 4 

Ｂ 確保の内容 1,440 1,480 1,520 1,520 1,520 

Ｂ-Ａ 113 138 167 154 142 
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③子育て短期支援事業（ショートステイ）                          

【事業内容】 

保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童

について、児童養護施設への入所により、一定期間養育を行う事業。 

 

【提供体制の考え方】 

現在の提供体制は市外の 9 施設と契約しており、計画期間中も受入れできる見込みです。 

  近隣市の施設と連携を図り、保護者の利用希望に対応していきます。 

                                       単位（人） 

年間延べ利用者数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 40 40 40 40 40 

Ｂ 確保の内容 40 40 40 40 40 

Ｂ-Ａ 0 0 0 0 0 

 

④地域子育て支援拠点事業                                  

【事業内容】 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提

供、助言その他の援助を行う事業。 

 

【提供体制の考え方】 

公立７か所、私立２か所で実施しており、現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込み

です。 

                                       単位（人） 

年間延べ利用者数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 166,200 166,400 166,600 166,800 167,000 

Ｂ 確保の内容 166,200 166,400 166,600 166,800 167,000 

Ｂ-Ａ 0 0 0 0 0 
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⑤一時預かり事業                                       

【事業内容】 

家庭において一時的に育児を受けることが困難となった乳幼児について、主として昼間にお

いて、認定こども園、保育園、その他の場所において、一時的に預かり、必要な保育を行う事

業。 

 

【提供体制の考え方】 

すべての公立認定こども園において在園児を対象とした預かり保育を実施しており、現在の

提供体制で計画期間中も確保できる見込みです。 

保育園における一時保育は、民間による保育園の新設に伴い整備を進め、令和 4 年度までに

提供体制を確保する予定です。 

 

■認定こども園の預かり保育                           単位（人） 

年間延べ利用者数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 34,100 32,923 31,914 31,532 31,562 

Ｂ 確保の内容 38,400 36,000 36,000 36,000 36,000 

Ｂ-Ａ 4,300 3,077 4,086 4,468 4,438 

 

■その他の一時預かり                              単位（人） 

年間延べ利用者数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 30,898 30,685 30,625 30,538 30,587 

Ｂ 確保の内容 28,100 30,500 32,900 32,900 32,900 

 保育園の一時保育 26,900 29,300 31,700 31,700 31,700 

 

ファミリー・サポ

ート・センター

（病児・病後児を

除く） 

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

Ｂ-Ａ △2,798 △185 2,275 2,362 2,313 
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⑥病児・病後児保育事業                                 

【事業内容】 

病児・病後児について、保育園に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に

保育を行う事業。 

 

【提供体制の考え方】 

公立１か所、私立２か所で実施しており、現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込み

です。 

 

                                       単位（人） 

年間延べ利用者数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 500 500 500 500 500 

Ｂ 確保の内容 2,859 2,848 2,848 2,848 2,859 

Ｂ-Ａ 2,359 2,348 2,348 2,348 2,359 

 

⑦ファミリー・サポート・センター事業（就学児のみ）                   

【事業内容】 

乳幼児や小学生等の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を希望する者と、援助を行

う者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業。 

 

【提供体制の考え方】 

現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込みです。 

事業の周知を行い、会員の増加を図ります。 

 

                                       単位（人） 

年間延べ利用者数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 4,810 4,820 4,830 4,840 4,850 

Ｂ 確保の内容 4,810 4,820 4,830 4,840 4,850 

Ｂ-Ａ 0 0 0 0 0 
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⑧妊婦健康診査                                       

【事業内容】 

妊婦の健康保持・増進及び、異常の早期発見・早期治療を図るとともに、経済的支援を行う

事業。 

 

【提供体制の考え方】 

愛知県内の医療機関において実施しており、現在の提供体制で計画期間も確保できる見込み

です。 

 

                                       単位（人） 

妊婦健康診査 

１回目の受診者数 
令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 1,654 1,658 1,662 1,666 1,670 

Ｂ 確保の内容 1,654 1,658 1,662 1,666 1,670 

受診率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

⑨乳児家庭全戸訪問事業（あかちゃん訪問事業）                            

【事業内容】 

生後４か月までの乳児のいる家庭を対象に、助産師が訪問し、母子の健康状態を把握し、保

護者の多様な相談に応じることで、安心して育児ができるよう支援する事業。 

 

【提供体制の考え方】 

現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込みです。 

 

                                       単位（人） 

訪問乳児数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 1,453 1,456 1,459 1,462 1,464 

Ｂ 確保の内容 1,453 1,456 1,459 1,462 1,464 

訪問率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
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⑩養育支援訪問事業                                     

【事業内容】 

養育支援が特に必要と判断した家庭に対し、保健師や家庭児童相談員等がその居宅を訪問し、

養育に関する相談・指導、助言や家事援助等を行う事業。 

 

【提供体制の考え方】 

保健師や家庭児童相談員等が実施しており、現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込

みです。 

 

                                       単位（人） 

保健師訪問世帯数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 770 770 770 770 770 

Ｂ 確保の内容 770 770 770 770 770 

訪問率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

⑪子育てサービス利用者支援事業                              

【事業内容】 

子育て支援センター等において情報提供や、必要な相談・助言を行うとともに、関係機関と

の連絡調整を行う事業。  

 

【提供体制の考え方】 

子育て支援センターでは子育てコンシェルジュが、子育て世代包括支援センターでは保健師

が相談に対応しており、現在の提供体制で計画期間中も確保できる見込みです。 

 

                                      単位（か所） 

実施か所数 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

Ａ 量の見込み 4 4 4 4 4 

Ｂ 確保の内容 4 4 4 4 4 

Ｂ-Ａ 0 0 0 0 0 
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３ 教育・保育の一体的提供とその推進に関する体制の確保 

 

（１）質の高い教育・保育の提供 

質の高い教育・保育を提供するためには人材確保が大切です。その対応として、潜在保育士

の復帰支援研修の開催や、働きやすい職場づくりとして、育児休業、育児短時間勤務取得時の

代替職員の配置を行い、保育士や保育教諭にかかる負担を軽減するなど、人材確保のための

様々な取組みを行い、人材不足の解消に努めます。 

また、適切な指導監視、評価等の実施を通じ、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業の提供を図るとともに、教育・保育の質の確保及び向上を図るために、教育・保育施

設に対し、自己評価、関係者評価、第三者評価等を通じ運営改善を図るための必要な支援を行

います。 

さらに、保育士・保育教諭それぞれが園内研修や他園参観、カリキュラム等の情報共有、自

己研鑽により、保育力の向上に努めるとともに、保育園・認定こども園が協同で専門性の向上

を図っていけるような研修を計画し、実践できるような取組みを進めていきます。 

  

（２）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割  

保育園・認定こども園等は、すべての子どもの健やかな育ちの実現をめざして、幼児期にお

ける教育・保育に関する総合的な取組みを推進します。また、地域子ども・子育て支援事業に

ついては、子どもの成長に応じた子育て支援の充実や安心して子どもを生み育てることのでき

る子育て環境の整備を進めます。各事業における役割や特性を活かし、地域社会全体で子ども

の健やかで豊かな育ちに向けた取組みを進めます。 

また特別な支援が必要な子どもが、住み慣れた地域で教育・保育を受け、乳幼児期から本市

で過ごすことができるよう、教育・保育の提供体制を確保します。 

 

（３）保育園・認定こども園と小学校、保健センター、医療機関、福祉部局等との連携 

幼児期は、生涯にわたる人間形成の基礎を培う重要な時期であるとともに、小学校における

学習について、実感を伴って深く理解できることにつながる「学習の芽生え」により、小学校

での学習に期待を高める時期でもあることから、幼児期の教育・保育が小学校教育に滑らかに

移行できるような取組みが重要です。 

本市の保育園・認定こども園は各小学校と隣接している場合が多く、懇談会や合同研修会の

開催、保護者や地域との交流等、小学校区で交流しやすい条件が整っています。一人ひとりの

子どもの健やかな成長に向けた連携の推進に努めます。 

さらに、障害を持つ子どもや支援が必要な家庭など、子どもの個別の状況が子どもの成長に

合わせて適切にケアできるよう、保育園・認定こども園と小学校の連携だけでなく、保健セン

ターや医療機関、福祉部局等と緊密に連携を取り情報共有することで、子どもが自主的・主体

的にのびのびと地域で暮らしていけるよう支援をしていきます。 
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第６章 計画の進行管理 

 

１ 計画の推進に向けて 

 

（１）刈谷市子ども・子育て会議の開催 

本市では、計画の策定に向けて、学識経験者、子育ての当事者や支援者、保育・教育関係者など

から構成される「刈谷市子ども・子育て会議」を設置し、議論を行ってきました。 

刈谷市子ども・子育て会議は、子ども・子育て支援施策の総合的・計画的な推進に関して必要な

事項や施策の実施状況等を調査審議する場として位置付けられています。 

そのため、計画策定後も、計画における 実施状況の点検・評価について、刈谷市子ども・子育て

会議で審議を行っていきます。 

点検・評価に当たっては、実績数値の評価に加えて、数値だけでは把握できない部分について、

施策を推進していく過程の評価を行うことや、必要に応じて市民ニーズの把握や利用者アンケート

を実施したりするなど、多面的な手法を検討します。 

 

ＰＬＡＮ 
（計画策定） 

 ＡＣＴＩＯＮ 
（事業の継続・拡充、計画見直し） 

■子ども・子育て会議での審議を

踏まえた計画の策定 

■目標設定 

 ■予算編成等における事業検討 

■量の見込みと確保の内容の検

討・見直し 

   

ＤＯ 

（計画の推進） 

 ＣＨＥＣＫ 
（実施状況等の点検・評価） 

■各主体との連携・協働での実施 

 

 ■子ども・子育て会議における事

業等の進捗状況等の評価 

■推進部会での情報集約 

 

（２）刈谷市子ども・子育て支援事業計画推進部会の設置 

計画の推進に当たっては、他の部門別計画等との整合性に配慮するとともに、庁内の関係部局で

構成される「刈谷市子ども・子育て支援事業計画推進部会」を設置し、全庁的な体制で事業の推進

を図ると同時に、関係する行政機関・団体とともに連携を図りながら取り組んでいきます。 

また、多様化した市民ニーズにきめ細かく対応するためには、市民やＮＰＯ、地域団体等と連携

しながら、計画の推進に努めていきます。 
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（３）情報共有による計画の推進 

この計画は、子どもの育ちや子育て家庭に理解と関心を深められるよう、家庭、地域、事業所、

行政など社会全体で連携して支援していこうとするものです。このため、計画の内容を広く市民に

理解してもらう必要があり、市民だよりや刈谷市ホームページ等を通して計画の周知を図ります。 

また、計画の進捗状況についても刈谷市ホームページ等を通して公表し、推進に当たって市民の

理解と協力をいただくことにより、次代の刈谷市を担う子どもたちを市民が見守り・協力し、支援

していくことが重要な取組みです。 

 

 

２ 家庭・地域・事業所等の役割 

 

（１）家庭  

家庭は、子どもを養育する基本的な場であり、子どもにとって一番大切な場所です。愛情を持っ

て子育てをする中で、子どもの発達段階に応じて、様々な人と協力してその育ちを支え、経験を重

ねていくことで親自身も成長できる場となることが求められます。同時に、子どもを一人の人間と

して尊重し、守り育てるとともに、基本的な生活習慣や社会的な規範を子どもが身につけていくこ

とも必要です。  

  

（２）地域 

近所の子どもと挨拶を交わしたり、公園で遊ぶ子どもや登下校時の子どもを気づかったりするこ

とは、地域の子どもの健全な成長につながります。市民一人ひとりが子どもや子育て家庭を温かく

見守り、近所や子育て家庭同士がお互いに助け合えるような地域づくりを進めることが期待されま

す。 

  

（３）事業所  

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章における、めざすべき社会の姿である、「国

民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域

生活等においても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現

できる社会」の実現に向けて、事業所とそこで働く人は、協調して生産性の向上に努めつつ、職場

の意識や職場風土の改革とあわせ、働き方の改革に自主的に取り組むことが期待されます。  

  

（４）行政  

本計画に位置づけられた施策を実施するとともに、様々な子育て活動の支援、関係機関や関係団

体等のネットワークを構築し、地域性のある子育て支援を推進します。さらに多様化するニーズを

市民意識調査等で適宜把握し、地域の実情に応じた施策の展開を図ります。 

また、計画の進捗状況を公表し進行管理を行うとともに、各事業においては、利用者の視点に立

った点検・評価を行い、必要なものについては施策の見直し等を行います。   
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資料編 

 


